
備 考

※令和5年4月
設置届出予定

4

保健衛生学関係（リ
ハビリテーション関

係）

社会学部
（Faculty of Sociology）

　社会学科
  (Department of Sociology)

経済学関係

令和2年4月
第1年次

同上

同上

同上

同上

490

400

240

480

920

800

学士（保健医療
学）

(Bachelor of
Allied Health

Sciences)

4

経済学関係

理学関係、工学関係

社会学・社会福祉学
関係

320
(0)

平成26年4月
第1年次

平成28年4月
第1年次

－

－

4

大阪府吹田市片山町2丁
目5番1号

学士（教育学）
(Bachelor of
Education)

4 120

同上

学士（グローバ
ルビジネス）
(Bachelor of

Global
Business)

令和6年4月
第1年次

　経済経営学科
  (Department of Economics
   and Business Management)

理工学部
(Faculty of Science and Engineering)

　理工学科
  (Department of Science and
   Engineering)

学士（社会学）
（Bachelor　of
Sociology）

同上

同上

同上

－

保健衛生学関係（看
護学関係）

人 　　年　月
第　年次

120

230

200

100

200

学士（政治・政
策学）

(Bachelor of
Political and

Policy Science)

学士（経済経営
学）

(Bachelor of
Economics and

Business
Management)

法学関係

工学関係、経済学関
係

800

190

平成26年4月
第1年次

平成28年4月
第1年次

令和3年4月
第1年次

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習

計
1.300

(1.220)

3年次
5

4年次
10

5,220
(4,900)

実験・実習 計

－ －科目 －科目 －科目 －科目

同一設置者内における変更 状況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

該当なし

－単位

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ ﾔﾏﾄﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 大和大学

教育学部
(Faculty of Education)

　教育学科
  (Department of Education)

保健医療学部
(Faculty of Allied Health Sciences)

　看護学科
  (Department of Nursing)

　総合リハビリテーション学科
  (Department of
   Rehabilitation Sciences)

政治経済学部
(Faculty of Political Science and
Economics)

4

大 学 本 部 の 位 置 大阪府吹田市片山町2丁目5番1号

新 設 学 部 等 の 目 的

　大和大学の設置母体である学校法人西大和学園では、学校法人創設以来、「国づくりは人づくりから」を柱に、国際理解教育
に精力的に取り組んできた。
　この度、グローバルビジネス学科を開設する政治経済学部は、本学が有する学部にあって、特に、学園の設立の精神、大学建
学の精神を色濃く反映した学部であり、これまで学科名変更、定員変更を重ねつつ、教育研究レベル向上、志願者増を実現し、
理想のあり方を模索し続けてきた。
　国際社会は、混沌と混乱の只中にあり、わが国は、先の見えない世界情勢下、未曾有の少子高齢化と向き合い未来を模索し続
けており、揺れ動く世界情勢を正しく捉え、国際社会を舞台に活躍できるコミュニケーション能力、知識能力を備えた真のグ
ローバル人材の養成が急務の課題となっている。
　本学では、こうした社会の要請に応えるべく、政治経済学部経済経営学科の国際経済コースの学びの系統化、深化を図り、グ
ローバルビジネス学科を開設することとした。

新

設

学

部

等

の

概

要

新設学部等の名称
修業
年限

令和5年4月
第1年次

学士（情報学）
(Bachelor of
Informatics)

60

80
（0）

-

年次
人

4

　グローバルビジネス学科
　(Department of  Global Business)

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位 学位の分野

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ﾆｼﾔﾏﾄｶﾞｸｴﾝ

設 置 者 学校法人　西大和学園

大 学 の 目 的
  大和大学は、教育基本法及び学校教育法の定めるところに基づき、高い専門性と幅広い視野を授けるとともに、豊かな人間性
を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見つめ、学術文化の向上と社会の平和と発展に貢献する有能な人材を育成することを目的と
する。

　政治・政策学科
  (Department of Political
   and Policy Science)

情報学部
(Faculty of Informatics)

　情報学科
  (Department of Informatics)

4

4

4

開設時期及
び開設年次

所在地

年

－

4年次
10

(言語聴覚学
専攻を除く)

－

－

770
3年次

5
教育学・保育学関係

平成26年4月
第1年次

学士（看護学）
(Bachelor of

Nursing)

人

学士（理学）、
学士（工学）
(Bachelor of

Science),(Bache
lor of

Engineering)

基本計画書1



大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四

分の三の数　9人

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　12人

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　9人

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　8人

28

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）

0

（28）

15 13

計（ａ～ｄ）

（12）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

　　　　　　  総合リハビリテーション学科
8

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

15 13 0 0

9 4 2

（0） （24）

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　9人（15） （13） （0） （0） （28）

0 0 0 0

0 0 28

（15）

0

（0） （0）

0 28

（15） （13） （0） （0）

15 13

0 0

（0）

（0）（0） （0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（2） (0） （0） （3）

（8） （2）

政治経済学部  政治・政策学科

助手 基幹教員以外の教員
（ 助 手 を 除 く ）

教授 准教授 講師 助教 計

28 0 7

（15） （13） （0） （0） （28） (0)

15 13 0 0

（7）

6

（6） （0） （0） （0） （6）

0 15

保健医療学部  看護学科
6 1 6

学部等の名称
基幹教員

教育学部  教育学科

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

（0） （0） （0） （0）

（13） （0） （0） （28）

0

0 0

0 24

2 2 0 6

（0） （0） （0） （0）

3

（1）

（2） （0）
小計（ａ～ｂ）

8 2 2 0 12

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

2

1 17

（8） （4） （4） （1） （17）

（9） （4） （2） （0） （15）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

6 0 0 0

（0）

0

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

8

7

（8） （4） （4） （1） （17） (0) (7)

計（ａ～ｄ）
9 4 2 0 15

（9） （4） （2） （0） （15）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

1 2 0 0

（8） （4）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの （3） （16）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0

（0）

01 17

（17）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）

（4） （1）

4 4

0 0 0

1 6 3 16

（6） （1） （6）

（0）

3 16

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

（0） （0） （0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

0

（0）

8

17

（1） （6） （3） （16）

0

2

（6） （1） （6） （3） （16） (0) （2）

0 0

（0） （0） （0） （0）

0

0

（0） （0） （0） （0） （0）

0

（0）

6

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0

計（ａ～ｄ）
8 4 4 1 17

（8） （4） （4） （1） （17）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0

4 4

4 4 1

計（ａ～ｄ）
6 1 6 3 16

（6）

（0） （0） （0）

（0）

小計（ａ～ｂ）
6 1 6 3 16

（6） （1） （6） （3） （16）

新

設

分

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

4 2 0 0

　　　　　　  経済経営学科
9 6 1 0 16 0 28

（9） （6） （1） （0） （16） （0） （28）

5 1 0 12

（6） （5） （1） （0） （12）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

3 1 0 0 4

（3） （1） （0） （0） （4）

6

（4） （3） (0） （0） （6）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

2 3 1 0 6

（2） （3） （1） （0） （6）

小計（ａ～ｂ）
6

0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

計（ａ～ｄ）
9 6 1 0 16

（9） （6） （1） （0） （16）

基本計画書2



大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　12人

（－） （－） （－） （－） （－）

4

(0) （4）

（0） （0）

（0） （22）

0 22

0 122

0

0 0 18

（－）

122

（0）

（122）

0

(0)

－ －

－ －－

（－） （－）

（－）

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　14人

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　11人

大学設置基準別表第一イ
に定める基幹教員数の四
分の三の数　6人

（122）

173

－

0

合　　　　計
103 46 20 4

（－）

0

（102） (46) (20) (4)

0

（0） （0） （0）

－ － － － －

－ － － －

0

（0）

（0） （0）

（102） (46) (20) (4) (172) (0)

小計（ａ～ｂ）
14

(172)

（4）

103 46 20 4 173

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

（0）

8 5 0 0

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

3 0

（0） （0）

0

（0） （0） （0） （0） （0）

計

0 0 0

8

（0）

（－） （－）

0 9

（6） （3） （0） （0） （9）

13

（22）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0

（0） （0）

14 4 0 0 18

（13） （17）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0

（8） （5） （0） （0） （13）

6

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

（14） （8） （0）

計（ａ～ｄ）
14 8 0 0 22

（14） （8）

（0）

社会学部  社会学科
14 8 0 0 22 0 26

（14） （8） （0） （0） （22） （0） （28）

0 24

（24） （4）
理工学部  理工学科

24 4 5 0 33

　　　　　　  グローバルビジネス学科
4 2 2 0 8

（1） （0） （1）

小計（ａ～ｂ）

（5） (0) （24）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

24 4 5 0 33

（24） （4） （5） （0） （33）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
24

計（ａ～ｄ）
24 4

0 17
（4） （2） （2） （0） （8） （0） （17）

2 0 8

（4） （2） （2） （0） （8）

2 2 0 8

（4） （2） （2） （0） （8）

4 2

（4） （2） （1）

（－） （－） （－） （－） （－）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

－ －

（－）

小計（ａ～ｂ）
－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

（－） （－）

0 0 18

（13） （4） （0） （0） （17）

（0）

小計（ａ～ｂ）

0 7

－ － － －

該当なし

（0） （7）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 1 0 1

（0） （0）

4

0 0 0 0

新

設

分

－ －

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － －

（－） （－） （－） （－）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

既

設

分 計（ａ～ｄ）

計
－ －

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0

（0）

0 0

0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

計（ａ～ｄ）
4 2

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－ －

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

－ －

－

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－）

1

（0） （33）

0

（0） （0） （0） （0） （0）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

14 4

情報学部  情報学科
14 4

（0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

5 33

（24） （4） （5） （0） （33）

0

（0） （0） （0） （0） （0）

4 5 0 33

（24） （4） （5） （0） （33）

0

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0

計（ａ～ｄ）
14 4 0 0 18

（13） （4） （0） （0） （17）

（13） （4） （0） （0） （17）

基本計画書3



大学全体

大学全体

令和5年度入学定
員増（20人）

令和5年度入学定
員増（40人）

令和3年度学部設
置

令和5年度学部設
置

令和5年度
名称変更

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

（0）

開設
年度

開設
年度

（35）

大学全体

1,250千円 1,250千円 －千円 －千円

　大和大学

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収容定員
充 足 率

3

3 40

30

35人

大 学 等 の 名 称

　理工学科

社会学部

　社会学科

政治経済学部

倍

職　　　種 専　　属 その他 計

0

（0） （0）

-

-

-

-

-

情報学部

　情報学科 4 200 -

　政治・政策学科

　経済経営学科

理工学部

　教育学科

年次
人

人年 人

200

　こども教育専攻

4

4

附属施設の概要

　作業療法学課程

　リハビリテーション学専攻

　理学療法学課程

　リハビリテーション学専攻

　看護学専攻

　総合リハビリテーション学科

　看護学科

保健医療学部

教育学部

学 部 等 の 名 称

1.06

学 部 等 の 名 称

総合人間学科(２年課程)

総合人間学科(３年課程)

1.10

-

学士（情報学） - 令和5年度

平成26年度400

大 学 等 の 名 称

1.05

100

60

-

1.09

120

200

230

4

4

4

平成28年度

学士（理学）、
学士（工学）

学士（政治・政策学）

4 190

3年次
5

(初等幼
児教育専
攻のみ）

770

1.07

学士（社会学）

1.07

学士（看護学）

1.07 平成14年度

- 180

360

920

600

学士（保健医療学）

平成26年4月
第1年次

令和5年4月
第4年次

(言語聴覚学
専攻を除く)

　大和大学白鳳短期大学部

修業
年限

入学
定員

1.12

1.11

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収容定員
充 足 率

1.09

1.10

令和2年度

令和3年度

学士（経済経営学）

1.12

所　在　地

該当なし

120

90
短期大学士（リ
ハビリテーショ
ン学）

平成19年度

平成28年度

平成17年度300
短期大学士（看

護学）

短期大学士（リ
ハビリテーショ
ン学）

-

-

年
年次

人
人 倍

200
短期大学士（こ
ども保育学）

人

1.09

3 100

2 100

奈良県北葛城郡王寺町葛下
1丁目7番17号

1.00

1.03

そ の 他 4,246.88㎡ 0㎡ 6,436.15㎡ 10,683.03㎡

合 計 56,327.21㎡ 11,858.00㎡ 69,441.58㎡ 137,626.79㎡

0 0 0

（0）

事 務 職 員
16人 19人

（16） （19）

技 術 職 員
5 0 5

（5） （0） （5）

図 書 館 職 員
1 4 5

（1） （4） （5）

そ の 他 の 職 員
（0） （0）

指 導 補 助 者
0 0

計

41,029.30㎡ 0㎡ 0㎡ 41,029.30㎡

（41,029.30㎡） （　　  　0㎡） （　　　　 0㎡） （41,029.30㎡）

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 169室 教 員 研 究 室 174室

22 23 45

（22） （23） （45）

校

　

地

　

等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計
西大和学園中学・高等学
校
（必要面積18,120㎡）
白鳳短期大学
（必要面積7,100㎡）
と共用

校 舎 敷 地 52,080.33㎡ 11,858.00㎡ 63,005.43㎡ 126,943.76㎡

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕 種 〔うち外国書〕 点 点

大学全体
42,619〔2,476〕　 0〔0〕　 131〔14〕　 27〔21〕　 16,968 106

（40,408〔2,476〕） （0〔0〕） （131〔14〕） （27〔21〕） （16,634） （106）

106

（40,408〔2,476〕） （0〔0〕） （131〔14〕） （27〔21〕） （16,634）

3,000千円

学部 第１年次 第２年次 第３年次

1,340千円 1,220千円 1,220千円 1,220千円 －千円

計
42,619〔2,476〕　 0〔0〕　 131〔14〕　 27〔21〕　 16,968

6,934.48㎡ 0㎡ 402.50㎡

教育学部

－千円

3,000千円

経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費の
見積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 300千円 300千円 300千円 300千円 －千円 －千円

共 同 研 究 費 等 －千円 －千円

図 書 購 入 費 1,033千円 1,033千円 1,033千円 1,033千円 1,033千円

－千円

情報学部 1,350千円 1,250千円

1,170千円 1,170千円 1,170千円 －千円 －千円

政治経済学部　グローバルビジネス学科以外 1,170千円 1,170千円

保健医療学部 1,750千円 1,750千円 1,750千円 1,750千円 －千円

3,000千円 3,000千円

1,170千円 1,170千円 －千円 －千円

理工学部 1,630千円 1,560千円 1,560千円 1,560千円 －千円 －千円

学生１人当り
納付金

政治経済学部　グローバルビジネス学科 1,270千円

1.09

1.06

学士（教育学） 1.10 平成26年度

4 120

4年次
10

(言語聴
覚学専攻
を除く)

490

平成28年度

社会学部 1,170千円 1,170千円 1,170千円 1,170千円 －千円 －千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等

同上

同上

同上

同上

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

（106）

第４年次 第５年次 第６年次

スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

－千円 －千円

設 備 購 入 費 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円 －千円

図

書

・

設

備

新設学科の名称

図書 学術雑誌 機械・器具 標本

－千円

既

設

大

学

等

の

状

況

所　在　地

大阪府吹田市片山町
2丁目5番1号

基本計画書4



令和5年度 令和6年度

入学定
員

収容
定員

入学定
員

収容
定員 変更の事由

大和大学 大和大学

教育学部 教育学部

教育学科 190 3年次 5 770 教育学科 190 3年次 5 770

保健医療学部　 保健医療学部　

看護学科 100 - 400 看護学科 100 - 400

総合リハビリテーション学科 120 4年次 10 490 総合リハビリテーション学科 120 4年次 10 490

政治経済学部 政治経済学部

政治・政策学科 60 - 240 政治・政策学科 60 - 240

経済経営学科 120 - 480 経済経営学科 120 - 480

グローバルビジネス学科 80 - 320 学科の設置（届出）

理工学部 理工学部

理工学科 230 - 920 理工学科 230 - 920

社会学部 社会学部

社会学科 200 - 800 社会学科 200 - 800

情報学部 情報学部

情報学科 200 - 800 情報学科 200 - 800

計 1220 ３年次 5 4900 計 1300 ３年次 5 5220

4年次 10 4年次 10

大和大学白鳳短期大学部 大和大学白鳳短期大学部

総合人間学科 総合人間学科

こども教育専攻 100 - 200 こども教育専攻 100 - 200

看護学専攻（3年制） 100 - 300 看護学専攻（3年制） 100 - 300

リハビリテーション学専攻（3年制） リハビリテーション学専攻（3年制）

理学療法学課程 40 - 120 理学療法学課程 40 - 120

作業療法学課程 30 - 90 作業療法学課程 30 - 90

計 270 - 710 計 270 - 710

編入学
定員

編入学
定員

学校法人 西大和学園　設置認可等に関わる組織の移行表

基本計画書5



１．都道府県内における位置関係図 （大学キャンパス／大阪府吹田市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-図面-1-



１．都道府県内における位置関係図 （課外活動運動場／奈良県北葛城郡河合町） 

 

 

 

-図面-2-



２．最寄り駅からの距離・交通機関図 （大学キャンパス／大阪府吹田市） 

 

〇 大阪駅から約１５分でキャンパス 

 

【最寄駅】 ＪＲ東海道本線「吹田駅」から約３００ｍ（徒歩約５分） 

阪急千里線  「吹田駅」から約５００ｍ（徒歩約１０分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学キャンパス 

-図面-3-



２．最寄り駅からの距離・交通機関図 （課外活動運動場／奈良県北葛城郡河合町） 

 

 〇 大学キャンパスから、約３８ｋｍ（約４０分） 

 

  【最寄駅】 ＪＲ「王寺駅」・近鉄「王寺駅」「新王寺駅」から約１．５ｋｍ（バス３分） 

 

 

 

 

課外活動運動場 

-図面-4-
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部室棟

３. 校舎・運動場等配置図（大学キャンパス／大阪府吹田市）

-図面-5-



３．校舎・運動場等配置図 （課外活動運動場／奈良県北葛城郡河合町） 

 

 

 

 

 課外活動運動場：（11,858.00㎡） 

＜大学・短大・中高共用＞ 

-図面-6-



 

 

大和大学学則（抜粋） 

 

 

第１章 総則 

 

  (目的) 

第１条 大和大学(以下｢本学｣という。)は、教育基本法及び学校教育法の定めるところに基づき、

高い専門性と幅広い視野を授けるとともに、豊かな人間性を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見

つめ、学術文化の向上と社会の平和と発展に貢献する有能な人材を育成することを目的とする。 

 

  (自己評価等) 

第２条 本学の目的を達するために、教育研究活動等の状況について、自ら点検及び評価を行い、

その結果を公表するものとする。 

２ 点検及び評価については、別に定める。 

３ 本学は、第１項の点検及び評価の結果について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の 

認証を受けた者による評価を受けるものとする。 

 

  (情報の公開) 

第３条 本学は、教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることがで

きる方法によって、積極的に情報を公開するものとする。 

 

  (教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第４条 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を行う。 

 

  (社会的・職業的自立に関する指導等) 

第５条 本学は、学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び

職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができる

よう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。 

 

 

第２章 学部、学科等及び修業年限 

 

（学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学部ごとに次のとおり教育研究上の目的を定める。 

 

・教育学部 

 

教育学科のもとに、初等幼児教育専攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英語教育専攻の４

つの専攻を置き、初等幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、国語教育、数学教育、英語教育

の各専攻は、それぞれの教科教育を柱に関連する領域に関する専門的知識を身につけること

によって、教育保育分野に貢献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

看護学、理学療法学、作業療法学、言語聴覚学の各分野について、理論及び応用の研究を

行うとともに、十分な知識と技能を有し、保健医療の実践を担うことができる応用能力及び

豊かな人間性を備えた看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の

人材を育成する。 
 

・政治経済学部 

学則1



 

 

政治経済学部のもとに、政治・政策学科、経済経営学科、グローバルビジネス学科を置

き、政治・政策学科のもとに政治学専攻、政策学専攻、経済経営学科のもとに経済学専攻、

経営学専攻を設け、政治、経済の各分野を広く俯瞰し、各分野における豊かな専門的知識・

理論に裏打ちされた実学的・実践的視点をもった人材を育成する（2年次専攻選択制）。 

 

 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専攻、情報科学専攻、機械工学専攻、電気電子工学専攻、建築

学専攻を設け、幅広い視野、専門的知識、また、強い探究心、使命感を有し、持続可能な社

会の実現に向けて、創造性、独創性、発想力を発揮してイノベーションを創出することがで

きる科学技術者、研究者を育成する。 

 

・社会学部 

 

社会学科のもとに現代社会学コース、メディア社会学コース、社会心理学コースを設け、 

社会学に関する理論、知識を活かし、社会が抱える課題の解決に意欲的に取り組み、社会の 

発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材を養成する（2年次コース選択制）。 

 

・情報学部 

 

情報学を基軸とする情報科学、社会科学の文理融合の学びにより、多角的な視点で情報を 

とらえ、課題解決に意欲的に取り組み、社会の発展と豊かな暮らしの創造に貢献する人材を 

養成する。 
 

 （修業年限） 

 

第７条 本学学部の修業年限は 4年とする。 

 

 （入学定員） 

第８条 本学の学部、学科及び課程別の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

 

 学科 専攻・コース 入学定員 収容定員 

教育学部 教育学科 

初等幼児教育専攻 190名 

(3年次編入 

初等幼児教育

専攻 5名) 

770名 
国語教育専攻 

数学教育専攻 

英語教育専攻 

保健医療学部 

看護学科  100名 400名 

総合リハビリテーシ

ョン学科 

理学療法学専攻 

40名 

(4年次編入 5

名) 

165名 

作業療法学専攻 

40名 

(4年次編入 5

名) 

165名 

言語聴覚学専攻 40名 160名 

政治経済学部 

政治・政策学科 
政治学専攻 

60名 240名 
政策学専攻 

経済経営学科 
経済学専攻 

120名 480名 
経営学専攻 

学則2



 

グローバルビジネス 

学科 
－ 80名 320名 

理工学部 理工学科 

数理科学専攻 

230名 920名 

情報科学専攻 

機械工学専攻 

電気電子工学専攻 

建築学専攻 

社会学部 社会学科 

現代社会学コース 

200名 800名 メディア社会学コース 

社会心理学コース 

情報学部 情報学科 － 200名 800名 

 

 

第３章 職員組織 

 

  (職員)  

第９条 本学に、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員及びその他の職員を置く。 

２ 本学に、非常勤講師、客員教授、その他必要な職員を置くことができる。 

 

  (学長及びその他役職) 

第 10条 本学に、学長を置く。学長は大学を代表するととともに、大学を統括する。 

２ 本学に、副学長を置くことができる。副学長は学長を助け、学長の命を受けて校務をつかさ

どる。 

３ 本学に、学部長を置く。学部長は、当該学部の学務、所属職員を統括する。 

４ 本学に、学部長補佐を置くことができる。学部長補佐は、学部長を助け、学部長の命を受け

て学部の校務をつかさどる。 

５ 本学に、その他必要な役職を置くことができる。 
 

 

第４章 大学協議会及び教授会 

 

  (大学協議会) 

第 11条 本学の管理運営に関する重要事項を審議し、理事会との連絡調整を図るため、大学協議 

会を置く。 

２ 大学協議会は、学長、学部長、学部長補佐、室長、部長及び学長が必要と認めた専任職員等  

によって構成する。 

３ 大学協議会は、学長が招集し、その議長となる。学長が議長をつとめることができない場合

は、学長が指名した者がこれに代わるものとする。 

４ 大学協議会は、次の事項について審議し、学長が最終決定する。 

一 大学運営、将来計画に関する事項 

二 学則、諸規程等の制定改廃に関する事項  

三 学部等編成、学生定員に関する事項 

四 人事に関する事項 

五 学生募集、入学試験に関する事項 

六 教育課程に関する事項 

七 学生の入学、卒業、課程の修了及び在籍に関する事項 

八 学位授与に関する事項 
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新旧対照表 

 

旧学則 

 

 （学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学

部ごとに次のとおり教育研究上の目的

を定める。 

 

・教育学部 

 

 教育学科のもとに、初等幼児教育専

攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英

語教育専攻の４つの専攻を置き、初等

幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、

国語教育、数学教育、英語教育の各専

攻は、それぞれの教科教育を柱に関連

する領域に関する専門的知識を身につ

けることによって、教育保育分野に貢

献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

 看護学、理学療法学、作業療法学、

言語聴覚学の各分野について、理論及

び応用の研究を行うとともに、十分な

知識と技能を有し、保健医療の実践を

担うことができる応用能力及び豊かな

人間性を備えた看護師、保健師、助産

師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士等の人材を育成する。 

 

・政治経済学部 

 

政治経済学部のもとに、政治・

政策学科、経済経営学科を置き、 

政治・政策学科のもとに政治学専

攻、政策学専攻、経済経営学科の

もとに経済学専攻、経営学専攻を

設け、政治、経済の各分野を広く

俯瞰し、各分野における豊かな専

門的知識・理論に裏打ちされた実

学的・実践的視点をもった人材を

育成する（2年次専攻選択制）。 

 

新学則 

 

（学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学

部ごとに次のとおり教育研究上の目的

を定める。 

 

・教育学部 

 

 教育学科のもとに、初等幼児教育専

攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英

語教育専攻の４つの専攻を置き、初等

幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、

国語教育、数学教育、英語教育の各専

攻は、それぞれの教科教育を柱に関連

する領域に関する専門的知識を身につ

けることによって、教育保育分野に貢

献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

 看護学、理学療法学、作業療法学、

言語聴覚学の各分野について、理論及

び応用の研究を行うとともに、十分な

知識と技能を有し、保健医療の実践を

担うことができる応用能力及び豊かな

人間性を備えた看護師、保健師、助産

師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士等の人材を育成する。 

 

・政治経済学部 

 

政治経済学部のもとに、政治・

政策学科、経済経営学科、グロー

バルビジネス学科を置き、政治・

政策学科のもとに政治学専攻、政

策学専攻、経済経営学科のもとに

経済学専攻、経営学専攻を設け、

政治、経済の各分野を広く俯瞰

し、各分野における豊かな専門的

知識・理論に裏打ちされた実学

的・実践的視点をもった人材を育

成する（2年次専攻選択制）。 
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 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専

攻、情報科学専攻、機械工学専攻、

電気電子工学専攻、建築学専攻を

設け、幅広い視野、専門的知識、

また、強い探究心、使命感を有し、

持続可能な社会の実現に向けて、

創造性、独創性、発想力を発揮し

てイノベーションを創出するこ

とができる科学技術者、研究者を

育成する。 

 

・社会学部 

 

社会学に関する理論、知識を活

かし、社会が抱える課題の解決に

意欲的に取り組み、社会の発展と

幸せな暮らしの創造に貢献する人

材を養成する（２年次コース選択 

 制）。 

 

・情報学部 

 

情報学を基軸とする情報科学、社 

会科学の文理融合の学びにより、多 

角的な視点で情報をとらえ、課題解 

決に意欲的に取り組み、社会の発展 

と豊かな暮らしの創造に貢献する人 

材を養成する。 

 

 

 

（入学定員） 

第７条 本学の学部、学科及び課程別

の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 

 

 

 

 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専

攻、情報科学専攻、機械工学専攻、

電気電子工学専攻、建築学専攻を

設け、幅広い視野、専門的知識、

また、強い探究心、使命感を有し、

持続可能な社会の実現に向けて、

創造性、独創性、発想力を発揮し

てイノベーションを創出するこ

とができる科学技術者、研究者を

育成する。 

 

・社会学部 

 

社会学に関する理論、知識を活

かし、社会が抱える課題の解決に

意欲的に取り組み、社会の発展と

幸せな暮らしの創造に貢献する人

材を養成する（２年次コース選択 

 制）。 

 

・情報学部 

 

情報学を基軸とする情報科学、社 

会科学の文理融合の学びにより、多 

角的な視点で情報をとらえ、課題解 

決に意欲的に取り組み、社会の発展 

と豊かな暮らしの創造に貢献する人 

材を養成する。 

 

 

 

（入学定員） 

第７条 本学の学部、学科及び課程別

の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 
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 学科 専攻・

コース 

入学

定員 

収容

定員 

教

育

学

部 

教育学

科 

初等幼

児教育

専攻 

190

名 

(3年

次編

入 

初等

幼児

教育

専攻

5名) 

770

名 

国語教

育専攻 

数学教

育専攻 

英語教

育専攻 

保

健

医

療

学

部 

看護学

科 
 

100

名 

400

名 

総合リ

ハビリ

テーシ

ョン学

科 

理学療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

作業療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

言語聴

覚学専

攻 

40名 
160

名 

政

治

経

済

学

部 

政治・

政策学

科 

政治学

専攻 
60名 

240

名 政策学

専攻 

経済経

営学科 

経済学

専攻 120

名 

480

名 経営学

専攻 

 

 

 

 学科 専攻・

コース 

入学

定員 

収容

定員 

教

育

学

部 

教育学

科 

初等幼

児教育

専攻 

190

名 

(3年

次編

入 

初等

幼児

教育

専攻

5名) 

770

名 

国語教

育専攻 

数学教

育専攻 

英語教

育専攻 

保

健

医

療

学

部 

看護学

科 
 

100

名 

400

名 

総合リ

ハビリ

テーシ

ョン学

科 

理学療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

作業療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

言語聴

覚学専

攻 

40名 
160

名 

政

治

経

済

学

部 

政治・

政策学

科 

政治学

専攻 
60名 

240

名 政策学

専攻 

経済経

営学科 

経済学

専攻 120

名 

480

名 経営学

専攻 

グロー

バルビ

ジネス

学科 

－ 80 
320

名 
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理工

学部 

理 工

学科 

数理科

学専攻 

230

名 

920

名 

情報科

学専攻 

機械工

学専攻 

電気電

子工学

専攻 

建築学

専攻 

社会

学部 

社 会

学科 

現代社

会学コ

ース 

200

名 

800

名 

メディ

ア社会

学コー

ス 

社会心

理学コ

ース 

情報

学部 

情 報

学科 
－ 

200

名 

800

名 

 

 

 

 

理工

学部 

理 工

学科 

数理科

学専攻 

230

名 

920

名 

情報科

学専攻 

機械工

学専攻 

電気電

子工学

専攻 

建築学

専攻 

社会

学部 

社 会

学科 

現代社

会学コ

ース 

200

名 

800

名 

メディ

ア社会

学コー

ス 

社会心

理学コ

ース 

情報

学部 

情 報

学科 
－ 

200

名 

800

名 

 

 

 

学則7



目  次 

 

 

１  学則変更（収容定員変更）の内容            ・・・ p.2 

 

２  学則変更（収容定員変更）の必要性           ・・・ p.2 

 

３  学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容  ・・・ p.4 

 

 

学則変更の趣旨等（本文）1



 

学則変更の趣旨を記載した書類 

 

 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容 

 

令和 6（2024）年 4月 1日より、大和大学学則第 8条「入学定員」の条文を以下の通 

 り改定する。 

 

（旧） 政治経済学部 

   

政治・政策学科        入学定員  60名   収容定員 240名 

       経済経営学科          入学定員 120名      収容定員 480名 

 

（新） 政治経済学部 

 

政治・政策学科        入学定員  60名   収容定員 240名 

       経済経営学科         入学定員 120名   収容定員 480名 

       グローバルビジネス学科    入学定員  80名   収容定員 320名 

 

 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

 

（１）大和大学の沿革 

 

大和大学は、平成 26（2014）年 4月、設置母体の学校法人西大和学園設立の精神で 

ある「国づくりは人づくりから」を柱に、「高い専門性と幅広い視野を授けるとともに、 

豊かな人間性を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見つめ、学術文化の向上と社会の発 

展に貢献する有能な人材を育成する」を建学の精神に掲げ、教育学部、保健医療学部 

の２学部からなる大学として開学した。 

その後、平成 28（2016）年 4月に、「政治、経済の各分野を広く俯瞰し、各分野に 

おける豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点をもった人材を育 

成する」を教育目標とする政治経済学部を、令和 2（2020）年 4月に、『理工の基礎力、 

各専門分野の知識、技術とともに、「理学」「工学」領域を俯瞰的に見つめる幅広い視 

野を身につけることにより、創造性と発想力を発揮して持続可能な社会実現に貢献す 

る技術者、研究者を養成すること』を教育目標とする理工学部を、そして、令和 3年 

4月には、「社会学に関する理論、知識を活かし、社会が抱える課題の解決に意欲的に 

取り組み、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材を養成すること」を教育 
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目標とする社会学部を開設してきた。令和 5(2023)年 4月には、『「情報学」を基軸と 

する情報科学、社会科学の文理融合の学びにより、多角的な視点で情報をとらえ、課 

題解決に意欲的に取り組み、社会の発展と豊かな暮らしの創造に貢献する人材を養成 

すること』を教育目標とする情報学部の開設を予定しており、理系・文系計 6学部 8 

学科を擁する収容定員 4,900人の総合大学となる。 

 

（２）グローバルビジネス学科設置の必要性 

 

 現代社会は、世界的規模で、先の見えない混乱に直面しており、グローバルな視野、 

知識能力をもった人材の要請が急務の課題となっている。こうした社会情勢を受け、 

文部科学省では、「世界トップレベルの大学との交流・連携を実現、加速するための新 

たな取組や、人事・教務システムの改革など体質改善を進め、徹底した国際化に取り 

組む大学を重点的に支援するとともに、国内外への戦略的な情報発信を展開すること」 

を目的とした「スーパーグローバル大学創成支援事業」や、「大学教育のグローバル展 

開力の強化を図るため、我が国にとって戦略的に重要な国・地域との間で、質保証を 

伴った学生交流の実施等を推進する国際教育連携やネットワーク形成を支援すること」 

を目的とした「大学の世界展開力強化事業」等の大学教育のグローバル展開力の強化 

策を打ち出している。また、内閣府では、令和４年版、子供・若者白書において、創 

造的な未来を切り拓く子供・若者の応援として、「グローバル社会で活躍する人材の育 

成」を、経済産業省経済産業政策局産業人材政策室は、「変革の時代における人材競争 

力強化のための９つの提言～日本企業の経営競争力強化に向けて～」の中で、「日本企 

業を取り巻く課題」として『グローバル競争の激化、デジタル化の進展によって、日 

本企業は急速かつ激しい変化にさらされている。さらに、日本では少子高齢化が急速 

にすすみ、人手不足が一層深刻化していく。既に「ゲームのルール」は変わっており、 

これまでの「勝ち組」は通用しない。変革への対応力が求められる』、「幅広い業種が 

グローバル化に直面、人材に関する課題は大きい」と提言している。 

 

大和大学の設置母体、学校法人西大和学園では、学校法人創設以来、「国づくりは人 

づくりから」を柱に、国際理解教育に精力的に取り組んできており、系列教育施設の 

西大和学園中学校・高等学校では、「世界を舞台に活躍するリーダーになる」を教育目 

標に、全生徒対象のアメリカグローバル研修プログラム（中学３年生）、海外探究プロ 

グラム（高校１年生）や、アメリカの大学の学生との交流を展開する次世代リーダー 

養成プログラムを希望者対象で展開してきた。また、幼稚園、小学校、中学校を要す 

るアメリカ西海岸唯一の文部科学省認定の在外教育施設、西大和学園カリフォルニア 

校では、グローバル教育の最先端をめざし、「日本の伝統の教育」と「先進のバイリン 

ガル教育」を融合したイマージョン方式の授業をとり入れ、真の国際人の育成に取り 

組んできた。 
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これら系列校における国際理解教育推進、グローバル人材養成の精神は、大和大学 

にも引き継がれ、世界各国の大学との留学提携推進、留学支援奨学金制度の創設、希 

望者対象の海外研修実施等、国際理解教育に精力的に取り組むとともに、この度、グ 

ローバルビジネス学科を設置する政治経済学部では、平成 28(2016)年の学部学科設置 

以来、経済経営学科に国際経済コースを開設し、「社会の高度情報化、グローバル化に 

対応し、新たなビジネスを創造する実行力に富んだ人材」の養成に取り組んできた。 

前述の通り、現代社会は、激しい変化に対応できるグローバル人材を求めており、 

この度、既設の経済経営学科の国際経済コースを廃し、さらに学びを系統化、深化さ 

せ、「社会の国際化に対応し、経営学に関する学識とともに、国際的な視野、実践的な 

知識、能力を有する世界を舞台に活躍するグローバルビシネス人材を養成すること」 

を教育目標に、「グローバルビジネスの現場において必須の英語力を磨き上げる学び」 

「現代ビジネス必須の情報 ICTに関する知識、能力を身につける学び」「グローバル人 

材に求められるビジネスに関する知識、能力を身につける学び」「国際社会が求める発 

信力をもったビジネス人材を育てる学び」を柱とするカリキュラムを展開するグロー 

バルビジネス学科を設置することは、社会的要請といえる。 

 

 

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 

 （１）教育課程の変更内容 

 

本学科では、グローバルビジネスに関する専門的な学びを展開する基礎となる視野、 

教養、コミュニケーション能力や、心身の健康の増進、アカデミックスキル、キャリ 

ア意識の養成を図ることを目的とする「共通基礎科目」を設定する。 

  「専門教育科目」の「専門科目」に、学部共通の学びを展開する「学部共通科目」、 

グローバルビジネスの専門分野の学びの基盤となる知識、能力を身につけることを目 

的とする「ビジネス基盤科目」、ビジネスに必要な情報に関する知識、能力を身につけ 

ることを目的とする「ビジネス情報科目」、国際ビジネスに関する知識、能力を身につ 

けることを目的とする「国際ビジネス科目」、ビジネスの実践の場で求められる知識、 

能力を養成することを目的とする「ビジネススキル科目」を設定する。 

 また、「専門教育科目」に、キャリアに対する意識や実践的な知識、ボランティア精 

神や、国際感覚を養成することを目的とする「実践演習科目」、実践現場における課題 

を収集、テーマを掲げ考察し、自らの考えを発信する能力を養成することを目的とす 

る「プロジェクトゼミ」、各学生が研究テーマを掲げ、研究を深める取り組みを通して、 

課題解決能力や将来進路に対する意識を身につけることを目的とする「卒業研究」を 

設定する。 

    本教育課程のうち、他学部の教員が担当する授業科目は、「共通基礎科目」の学科単 
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   独科目、学部共通科目として開設する授業科目のみであり、「専門教育科目」に配する 

7科目は、政治経済学部の他学科に在籍する教員が主に学部共通科目として担当する 

ため、本学科の教育課程が他学部等の教育体制に与える影響はきわめて限定的であり、 

問題ないと考える。 

 

 （２）教育方法及び履修指導方法の変更内容 

 

本学科教育課程の「共通基礎科目」区分は、「教養科目」「外国語科目」「保健体育科 

目」「キャリア・ガイダンス科目」によって構成され、「グローバルビジネス」に関す 

る専門的な学びを展開する基礎となる視野、教養、コミュニケーション能力や、アカ 

デミックスキル、心身の健康の維持・増進、キャリア意識の養成を図ることを目的と 

する科目を配置する。 

また、「教養科目」に配する「言葉と文学」「くらしと芸術」「心理学概論」「哲学概 

論」「生活文化概論」「日本国憲法」「くらしと人権・福祉」「地理学」「近現代史」「地 

球環境論」「科学史」の授業科目は、政治経済学部として共通開設し、総入学定員の 260 

名を超えない規模で 1～4年次配当の選択科目として講義形式で展開し、「情報処理基 

礎」「基礎数学」「AI・データサイエンス入門」の授業科目は、グローバルビジネス学 

科の入学定員 80 名を超えない規模とし、1年次配当の選択科目として、グローバルビ 

ジネスに関する専門的な学びの基礎となる視野、教養の養成を図る。 

   また、「外国語科目」に配する「Basic EnglishⅠ」「Basic EnglishⅡ」「Practical  

EnglishⅠ」「Practical EnglishⅡ」の授業科目は、40名程度の規模とし、１年次ま 

たは 2年次配当の必修科目として演習形式で展開し、「TOEIC演習Ⅰ」「TOEIC演習Ⅱ」 

「TOEIC演習Ⅲ」「TOEIC演習Ⅳ」「日本語Ⅰ」「日本語Ⅱ」「日本語Ⅲ」「日本語Ⅳ」の 

授業科目は、40名程度の規模で 1年次または 2年次配当の選択科目として演習形式で 

開設し、「日本語Ⅰ」「日本語Ⅱ」「日本語Ⅲ」「日本語Ⅳ」は、外国人留学生の選択必 

修科目として開設する。また、「英会話Ⅰ」「英会話Ⅱ」は、40名程度の規模で 1～4年 

次配当の選択科目として演習形式で開設する。 

また、「保健体育科目」に配する「スポーツ」の授業科目は、40名程度の規模で 1年 

次配当の必修科目として、実験・実習形式で展開し、心身の健康の維持・増進を図る。 

また、「キャリア・ガイダンス科目」に配する「キャリア・ガイダンスⅠ」「キャリ 

ア・ガイダンスⅡ」「キャリア・ガイダンスⅢ」「キャリア・ガイダンスⅣ」の授業科 

目は、学年単位で実施し、1～4年次配当の通年開設の必修科目として演習形式で展開 

し、大学における学びの意義理解、アカデミックスキルの修得、キャリア意識の形成 

を図る。 

また、「専門教育科目」の科目区分は、「専門科目」「実践演習科目」「プロジェクトゼ 

ミ」「卒業研究」によって構成され、「専門科目」は、さらに「学部共通科目」「ビジネ 

ス基盤科目」「ビジネス情報科目」「国際ビジネス科目」「ビジネススキル科目」に区分 
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される。 

「学部共通科目」「ビジネス基盤科目」区分は、「グローバルビジネス」の専門の学び 

の基盤となる知識、視野の修得を、「ビジネス情報科目」区分は、ビジネスに必要な 

情報に関する知識、能力の修得を、「国際ビジネス科目」区分は、国際ビジネスに関す 

る知識、能力の修得を、「ビジネススキル科目」区分は、ビジネスの実践の場で求めら 

れる知識、能力を養成することを目的とし、「実践演習科目」区分は、キャリアに対す 

る意識、実践的な知識、ボランティア精神、国際感覚等を養成することを、「プロジェ 

クトゼミ」区分は、実践の現場における課題テーマに関する情報を収集、考察し、自 

らの考えを発信する能力を養成することを目的とし、「卒業研究」区分は、各学生が研 

究テーマを掲げ、研究を深める取り組みを通して、課題解決能力や将来進路に対する 

意識の養成を図ることを目的とする。 

 

また、「学部共通科目」区分に配する「経済学基礎」「経営学入門」「法学概論」「政 

治学入門」「政策学概論」の授業科目は、学部入学定員の 260名程度までの規模で 1年 

次配当の必修科目として講義形式で展開し、「グローバルビジネス」を学ぶうえで基礎 

となる知識の修得を図る。 

   また、「ビジネス基盤科目」区分に配する「企業と社会的価値創造」「マネージメン 

  ト基礎」「マーケティング基礎」「ファイナンス基礎」「ビジネス法務基礎」の授業科目 

  は、80名程度規模で 1年次配当の必修科目として講義形式で展開し、「クリティカル・ 

シンキング」「ミクロ経済学」「マクロ経済学」の授業科目は、80名程度までの規模で 

1～3年次配当の選択科目として講義形式で展開し、「クリティカル・シンキング」に 

ついては選択必修科目とし、「グローバルビジネス」を学ぶうえで基盤となる知識の修 

得を図る。 

 また、「ビジネス情報科目」区分に配する「ビジネス情報のための数学」「ビジネス 

情報のための統計学」は、40名程度の規模で 1年次配当の必修科目として講義形式で 

開設し、「プログラミングⅠ」は、40名程度の規模で 1年次配当の選択必修科目とし 

て演習形式で実施し、「データサイエンスⅠ」は、40名程度の規模で 2年次配当の選 

択必修科目として講義形式で実施し、「ビジネス情報のための数学演習」「プログラミ 

ングⅡ」は、80 名程度までの規模で 2 年次配当の選択科目として演習形式で実施し、 

「データサイエンスⅡ」は、80名程度までの規模で 2年次配当の選択科目として講義 

形式で実施し、「ITビジネス」「ITソリューションズ」は、80名程度までの規模で 2年 

次または 3年次配当の選択科目として講義形式で実施し、ビジネスに必要な情報に関 

する知識、能力の修得を図る。 

 

    また、「国際ビジネス科目」区分に配する「ビジネスと文化」は、80名程度規模で 1 

年次配当の必修科目として講義形式で実施し、「異文化コミュニケーション論」は、80 

名程度規模で 2年次配当の必修科目として講義形式で実施し、「国際経営学」「国際金 
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融学」「欧米経済論」「アジア経済論」「NPO/NGO論」「ビジネス国際法務」「地球的規模 

課題とビジネス（SDGs）は、80名程度規模で 2年次または 3年次配当の選択科目とし 

て講義形式で実施し、「Business EnglishⅠ」「Business EnglishⅡ」は、80名程度ま 

での規模で 3年次配当の演習科目として実施し、国際ビジネスに関する知識、能力の 

修得を図る。 

 

    また、「ビジネススキル科目」区分に配する「経営戦略論」は、80名程度までの規模 

   で 2年次配当の必修科目として講義形式で実施し、「リーダーシップ開発」「マーケテ 

ィング論」は、80 名程度までの規模で 2年次または 3年次配当の選択必修科目として 

講義形式で実施し、「簿記Ⅰ」は、40名程度までの規模で 1年次配当の選択科目とし 

て講義形式で実施し、「人材マネージメント」「オペレーション戦略」「ビジネスプラン 

ニング」「アントレプレナーシップ」「行動経済学」「消費者行動論」「イノベーション 

論」「ファイナンス論」「簿記Ⅱ」「財務会計論」「管理会計論」「金融論」「デザイン思 

考」「課題解決プロセス」は、80名程度までの規模で 2年次または 3年次配当の選択 

科目として講義形式で実施し、「ビジネスプレゼンテーション」は、80 名程度までの 

規模で 1～3年度配当の選択科目として講義形式で実施し、ビジネスの実践の場で求 

められる知識、能力の修得を図る。 

 

 また、「実践演習科目」区分に配する「キャリア研究Ⅰ」は 80名程度までの規模で 

1年次配当の必修科目として演習形式で、「キャリア研究Ⅱ」は 80名程度までの規模 

で 2年次配当の必修科目として演習形式で実施し、「キャリア・ボランティア実践Ⅰ」 

「キャリア・ボランティア実践Ⅱ」は、80名程度までの規模で 1～3年次配当の選択 

科目として演習形式で、「インターンシップ」「海外研修」は、80名程度までの規模で、 

「インターンシップ」は 1～3年次配当、「海外研修」は 1～4年次配当の選択科目とし 

て実験・実習形式で実施し、キャリアに対する意識、実践的な知識、ボランティア精 

神、国際感覚等の修得を図る。 

 

また、「プロジェクトゼミ」区分に配する「プロジェクトゼミⅠ」「プロジェクトゼ 

ミⅡ」は、80名程度までの規模で 1年次および２年次配当の必修科目として演習形式 

で実施し、実践の現場における課題テーマに関する情報を収集、考察し、自らの考え 

を発信する能力の養成を図る。 

 

また、「卒業研究」区分に配する「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」は、20名前後の学生 

   を指導教官が担当する形態で展開し、３年次および４年次配当の必修科目として演習 

形式で実施し、各学生が研究テーマを掲げ、研究を深める取り組みを通して、課題解 

決能力や将来進路に対する意識の養成を図る。 
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  また、履修指導については、開設する全ての授業について、授業の目的と内容、到 

達目標、各回の授業内容、使用する教科書・参考書、評価方法等を記載したシラバス 

を作成し、前述のポータルサイトで公開することにより、学生が円滑に履修計画を策 

定できる体制を整備するとともに、学生の履修に関する理解を深めるため、入学時に 

オリエンテーションを実施し、学科の教育目標、養成する人材像、教育課程の編成、 

単位数の考え方、卒業要件、大学生活等について説明を行うとともに、各学年の学期 

当初に履修ガイダンスを実施し、適切な履修計画の策定に向け履修指導を行う。 

また、本学科では、各学年に担任教員を配置し、大学生活や履修の進め方、進路等 

に関する相談、指導にあたるとともに、学科教務会議、学部教授会を通じて、情報共 

有、連携を図り、必要に応じ、関係部署と連携協力し適切な学生指導を展開する体制 

を整備する。 

また、本学では、大学全体において、学生への円滑な情報伝達を図るため、「学生情 

   報システム」を導入しており、大学の内外を問わず、システムにアクセスし、ポータ 

ルサイト上から履修登録、授業時間割、シラバス、単位取得に関する情報を照会する 

ことが可能な体制を整備している。 

 以上の通り、本学科の教育方法については、本学の教育方針に基づき、政治経済学 

部の他学科と連携し、主体的に設定実施する体制を整備しており、他学部等に影響を 

与えるものではないと考える。 

 

 （３）教員組織の変更内容 

 

グローバルビジネス学科には、主に「専門教育科目」を担当する基幹教員（主専） 

   として、「実践演習科目」「プロジェクトゼミ」区分の授業科目を主に担当する教授（学 

科長）、「専門科目」区分の経営、リーダーシップ等分野の授業科目、「プロジェクトゼ 

ミ」区分の授業科目を主に担当する教授、「専門科目」区分のビジネス情報分野の授業 

科目を主に担当する教授、「専門科目」区分の経済学分野の授業科目、「プロジェクト 

ゼミ」区分の授業科目、「卒業研究」を主に担当する教授、「専門科目」区分のビジネ 

ス分野の授業科目、「卒業研究」を主に担当する准教授、「専門科目」区分の金融、フ 

ァイナンス分野の授業科目、「プロジェクトゼミ」区分の授業科目、「卒業研究」を主 

に担当する准教授、「専門科目」区分の企業経営分野に関する授業科目、「卒業研究」 

を主に担当する講師の計７名を配置するとともに、「共通基礎科目」「専門科目」区分 

の英語関連分野の授業科目を主に担当する基幹教員（専）の講師１名を配置する。 

 

上記の通り、「専門教育科目」区分、「専門科目」の必修の授業科目を中心とする「主 

要授業科目」には、基幹教員（主専）の教授、准教授を配置するとともに、「専門教育 

科目」区分の「専門科目」を担当する基幹教員以外の教員には、政治経済学部の他学 

科に所属する教員が担当する体制を整備しており、他学部の教員組織に与える影響は 
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きわめて限定的であり、問題ないと考える。 

 

 

 （４）大学全体の施設・設備の変更内容 

 

本学のキャンパスは、最寄駅の JR京都線の「吹田駅」、阪急千里線の「吹田駅」か 

ら、それぞれ徒歩 10分前後と、交通至便の恵まれた立地にあり、キャンパス周辺に 

は、JR西日本が展開する商業施設「吹田グリーンプレイス」が広がり、飲食店、スー 

パーマーケット、小売店、各種クリニック等、学生のキャンパスライフを支える施設 

が充実している。 

また、キャンパス南西は、緑豊かな片山公園に隣接しており、便利かつ自然豊かな 

環境にある。 

  また、学生の休息場所として、Ａ厚生棟 1Ｆに図書館・閲覧スペース（サイレント 

エリア・コモンズエリア／1,378.98㎡）、Ｃ講義棟 1Ｆ（308.30㎡）及びＤ講義棟 1Ｆ 

（499.52㎡）にエントランスホール、Ｅ講義棟 1Ｆには食堂（892.86㎡）、カフェ・ 

自習スペース（294.06㎡）を整備するとともに、キャンパス周辺には、前述の商業施 

設や公園が広がっており、十分な休息スペースを有している。 

     キャンパスの校地面積（その他以外）は 52,080.33㎡。運動施設として、キャンパ 

ス北側に運動場（7,400.64㎡）、Ａ厚生棟に体育館（1,762.78㎡）、また、令和 5(2023) 

年 4月供用開始でＧアリーナ棟（5,470.71㎡）、そして、学園共用の運動施設（11,858.00 

㎡）を有している。 

  また、校舎については、A厚生棟、B管理棟、C講義棟、D講義棟、E講義棟に加え、 

令和 5（2023）年 4月供用開始で、F講義棟（4,648.92㎡）、および、レクチャーホー 

ル（講義エリア）を有するＧアリーナ棟（5,470.71㎡）を建築し、総面積 48,861.79 

㎡の校舎を整備するとともに、キャンパス中央に、芝生広場や小川を配した緑地エリ 

ア（約 8,800㎡）を整備する。 

また、B管理棟 5Fの政治経済学部の教員フロア（686.35㎡）には、教員相互の教育 

研究の連携、情報交換を目的とした教員室（共同研究室）、個別研究室の 2つの機能か 

らなる研究空間を整備している。 

個別研究室は、施錠可能な完全個室とし、机椅子、棚、ロッカーを配備し、教員室 

（共同研究室）には、全専任教員の机・椅子等を配備している。また、情報インフラに 

ついては、全棟フリーアクセスのネット環境を整備し、学内ネットワークに厳格なセ 

キュリティシステムを導入するとともに、「個人情報等の取り扱いに関するガイドラ 

イン」の徹底を図ることにより、厳重なデータセキュリティ体制を整備している。 

また、授業は、全棟無線 LAN完備の E講義棟の 2C講義室（収容定員 60名）、講義室 

4A（収容定員 60名）、中講義室 4D（収容定員 105名）、中講義室 4E（収容定員 105名）、 

演習室 1～5（各収容定員 33名）と、連結して新設された F講義棟の大講義室 1A（収 
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容定員 275名）、中講義室 2F（収容定員 110名）、中講義室 2H（収容定員 100名）にお 

いて展開する。 

また、図書館は、Ａ厚生棟 1階に位置しており、総面積 1,378.98㎡（本館・サイレ 

ントエリア／閲覧スペース・コモンズエリア）、閲覧席数 432席の規模で、学生証、職 

員証による磁気管理の入館管理システムを配備するとともに、オンライン蔵書目録 

OPACをインターネットで公開し、学内外から蔵書検索が可能なシステムを導入してい 

る。新設のグローバルビジネス学科に関連する図書・雑誌を完備するとともに、開設 

後も、教職員、学生の希望を考慮し、必要に応じて新刊書の整備を継続する計画であ 

る。 

  以上の通り、新設のグローバルビジネス学科設置を視野に入れた新設校舎等の整備 

拡充を図っており、他学部の施設・設備に与える影響はきわめて限定的であり、問題な 

いと考える。 
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言葉と文学 1・2・3・4前 2 〇 1

くらしと芸術 1・2・3・4前 2 〇 2 オムニバス

心理学概論 1・2・3・4前 2 〇 1

哲学概論 1・2・3・4後 2 〇 1

生活文化概論 1・2・3・4前 2 〇 1

日本国憲法 1・2・3・4前 2 〇 1

くらしと人権・福祉 1・2・3・4後 2 〇 1

地理学 1・2・3・4後 2 〇 1

近現代史 1・2・3・4後 2 〇 1

地球環境論 1・2・3・4後 2 〇 1

情報処理基礎 1前 2 〇 1

科学史 1・2・3・4後 2 〇 1

基礎数学 1前 2 〇 1

AI・データサイエンス入門 1前 2 〇 1

Basic English Ⅰ 1前 2 〇 1 1 共同

Basic English Ⅱ 1後 2 〇 1 1 共同

Practical English Ⅰ 2前 2 〇 1

Practical English Ⅱ 2後 2 〇 1

TOEIC演習Ⅰ 1前 2 〇 1

TOEIC演習Ⅱ 1後 2 〇 1

TOEIC演習Ⅲ 2前 2 〇 1

TOEIC演習Ⅳ 2後 2 〇 1

英会話Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 1

英会話Ⅱ 1・2・3・4後 1 〇 1

日本語Ⅰ 1前 2 〇 1

日本語Ⅱ 1後 2 〇 1

日本語Ⅲ 2前 2 〇 1

日本語Ⅳ 2後 2 〇 1

スポーツ 1前 1 〇 1

キャリア・ガイダンスⅠ 1通 2 〇 1

キャリア・ガイダンスⅡ 2通 2 〇 1

キャリア・ガイダンスⅢ 3通 2 〇 1

キャリア・ガイダンスⅣ 4通 2 〇 1

－ － 21 42 0 3 1 1 0 0 14

経済学基礎 1前 ◯ 2 〇 1

経営学入門 1前 ◯ 2 〇 1

法学概論 1前 2 〇 1

政治学入門 1前 2 〇 1

政策学概論 1前 2 〇 1

企業と社会的価値創造 1前 ◯ 2 〇 1

マネージメント基礎 1後 ◯ 2 〇 1

マーケティング基礎 1前 ◯ 2 〇 1

ファイナンス基礎 1後 ◯ 2 〇 1

ビジネス法務基礎 1後 2 〇 1

クリティカル・シンキング 1・2後 ◯ 2 〇 1

ミクロ経済学 2・3前 2 〇 1

マクロ経済学 2・3後 2 〇 1

ビジネス情報のための数学 1後 2 〇 1

ビジネス情報のための数学演習 2前 1 〇 1

ビジネス情報のための統計学 1前 ◯ 2 〇 1

プログラミングⅠ 1後 1 〇 1

プログラミングⅡ 2前 1 〇 1

データサイエンスⅠ 2前 2 〇 1

データサイエンスⅡ 2後 2 〇 1

ITビジネス 2・3後 ◯ 2 〇 1

ITソリューションズ 2・3後 2 〇 1

－
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養
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報
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育
科
目

学
部
共
通
科
目

ビ
ジ
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ス
基
盤
科
目

外
国
語
科
目

小計（33科目）

キ
ャ

リ
ア
・

ガ
イ
ダ
ン
ス

科
目

別記様式第２号（その２の１）

授業形態単位数 基幹教員等の配置

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

（政治経済学部グローバルビジネス学科）

配当年次授業科目の名称 備考
主要授
業科目
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授業形態単位数 基幹教員等の配置

科目
区分

配当年次授業科目の名称 備考
主要授
業科目

ビジネスと文化 1後 ◯ 2 〇 1

異文化コミュニケーション論 2前 ◯ 2 〇 1

国際経営学 2・3後 ◯ 2 〇 1

国際金融論 2・3後 ◯ 2 〇 1

欧米経済論 2・3後 ◯ 2 〇 1

アジア経済論 2・3前 ◯ 2 〇 1

NPO/NGO論 2・3前 2 〇 1

ビシネス国際法務 2・3前 2 〇 1

地球的規模課題とビジネス(SDGs） 2・3後 2 〇 1

Business EnglishⅠ 3前 1 〇 1

Business EnglishⅡ 3後 1 〇 1

経営戦略論 2前 ◯ 2 〇 1

リーダーシップ開発 2・3前 ◯ 2 〇 1

人材マネージメント 2・3後 2 〇 1

オペレーション戦略 2・3後 2 〇 1

ビジネスプランニング 2・3後 2 〇 1

アントレプレナーシップ 2・3後 2 〇 1

マーケティング論 2・3前 2 〇 1

行動経済学 2・3前 2 〇 1

消費者行動論 2・3前 2 〇 1

イノベーション論 2・3後 2 〇 1

ファイナンス論 2・3前 2 〇 1

簿記Ⅰ 1後 2 〇 1

簿記Ⅱ 2・3前 2 〇 1

財務会計論 2・3前 2 〇 1

管理会計論 2・3後 2 〇 1

金融論 2・3後 2 〇 1

デザイン思考 2・3前 2 〇 1

課題解決プロセス 2・3前 2 〇 1

ビジネスプレゼンテーション 1・2・3前 2 〇 1

キャリア研究Ⅰ 1通 2 〇 2 共同

キャリア研究Ⅱ 2通 2 〇 2 共同

キャリア・ボランティア実践Ⅰ 1・2・3通 2 〇 2 共同

キャリア・ボランティア実践Ⅱ 1・2・3通 2 〇 2 共同

インターンシップ 1・2・3通 2 〇 1

海外研修 1・2・3・4通 2 〇 1

プロジェクトゼミⅠ 1通 2 〇 3 1 共同

プロジェクトゼミⅡ 2通 2 〇 3 1 共同

卒業研究Ⅰ 3通 4 〇 1 2 1 共同

卒業研究Ⅱ 4通 4 〇 1 2 1 共同

－ － 46 77 0 4 2 2 0 0 5 －

－ － 67 119 0 4 2 2 0 0 17 －
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実践演習科目

小計（62科目）

合計（95科目）

授業期間等

－

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法

１学年の学期区分

学位又は学科の分野 経済学関係学位又は称号 学士（グローバルビジネス）

2期

１学期の授業期間

以下に掲げる基準を満たし、合計124単位以上修得することを卒業要件とする。

＜共通基礎科目＞
　・必修科目21単位を修得すること。
　・選択科目から16単位以上修得すること（外国人留学生は日本語Ⅰ～Ⅳを含む）。

＜専門教育科目＞
　・必修科目46単位を修得すること。
　・「学部共通科目」「ビジネス基盤科目」「ビジネス情報科目」「国際ビジネス科目」区分の
　　選択科目から、クリティカル・シンキング、プログラミングⅠ、データサイエンスⅠを含み、
　　12単位以上修得すること。
　・「ビジネススキル科目」「実践演習科目」区分の選択科目から、リーダーシップ開発、マー
　　ケティング論を含み、22単位以上修得すること。

※ 履修科目の登録の上限は、年間45単位を上限とする。 １時限の授業の標準時間

15週

90分
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学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

 

１ 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 

（１） グローバルビジネス学科を設置する大和大学等の現状把握・分析 

 

大和大学は、平成 26（2014）年 4月、設置母体の学校法人西大和学園設立の精神である 

「国づくりは人づくりから」を柱に、「高い専門性と幅広い視野を授けるとともに、豊かな 

人間性を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見つめ、学術文化の向上と社会の発展に貢献す 

る有能な人材を育成する」を建学の精神に掲げ、教育学部、保健医療学部の２学部からな 

る大学として開学した。 

その後、平成 28（2016）年 4月に政治経済学部、令和 2（2020）年 4月に理工学部、令 

   和 3年 4月に社会学部を開設し、令和 5(2023)年 4月には情報学部の開設を予定しており、 

   理系・文系計 6学部 8学科を擁する収容定員 4,900人の総合大学となる。 

 キャンパスは、京阪神を結ぶ大動脈ＪＲ京都線の「吹田駅」（ＪＲ大阪駅から約 9分）か 

ら徒歩 10分以内でキャンパスに立つことができる非常に恵まれた場所に位置している。 

 令和 5(2023)年で開学 10周年を迎えるが、開学以来、キャンパス用地拡大、校舎施設建 

設、学部学科設置に断続的に取り組みつつ、広報活動、学生募集に精力的に取り組み、大 

学名の認知を図るとともに、「機動力のある大学」、「社会が求める人材を世に輩出する大学」 

づくりを大学運営の根幹に据え、大学運営体制、組織体制構築に懸命に取り組んできた。 

 この度、グローバルビジネス学科を開設する政治経済学部は、本学が有する学部のなか 

でも、特に、学園の設立の精神、大学建学の精神を色濃く反映した学部であり、これまで 

学科名変更、定員変更を重ねつつ、教育研究レベル向上、志願者増を実現し、理想のあり 

方を模索し続けてきた。 

国際社会は、混沌と混乱の只中にあり、わが国は、先の見えない世界情勢下、未曾有の 

少子高齢化と向き合い未来を模索し続けており、揺れ動く世界情勢を正しく捉え、国際社 

会を舞台に活躍できるコミュニケーション能力、知識能力を備えた真のグローバル人材の 

養成が急務の課題となっている。 

本学では、こうした社会の要請に応えるべく、政治経済学部経済経営学科の国際経済コ 

ースを廃し、学びの系統化、深化を図り、グローバルビジネス学科を開設することとした。 

新学科の基礎となる既設の経済経営学科の志願倍率、定員充足率は、いずれも、これま 

   で堅調に推移してきており、経済経営学科国際経済コースの学びを発展させ、入学定員を 

適正少数規模に絞りこんだ新学科を新たに開設し、入試制度に学部内併願制度を導入する 

ことで、政治経済学部全体の魅力は一層高まり、さらに志願者層が広がるものと考える。 

 

       

（２） 地域・社会的動向等の現状把握・分析 
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この度設置するグローバルビジネス学科の定員充足について、「令和 4(2022)年度私立大 

学・短期大学等入学志願動向」の「地域別動向」をみると、本学が立地する「大阪」の入学 

定員充足率は、令和 3（2021)年度 103.74%、令和 4（2022）年度 102.98%と減少傾向にある 

ものの、令和 4(2022)年度の全国平均 100.84%を上回る数値を示しており、地域区分別では 

東京に次ぐ数値を示している。 

また、「私立大学 主な学部別の志願者・入学者動向」をみると、グローバルビジネス学 

科が属する「社会科学系統」の入学定員充足率は、令和 3（2021)年度 101.56%、令和 4（2022) 

年度 102.73%で 1.17%増、また、「経営学部」の入学定員充足率は、令和 3（2021)年度 103.28%、 

令和 4（2022)年度 104.78%で 1.50％増、また、同系統の学部名「国際経営学部」の入学定 

員充足率は、令和 3（2021)年度 78.49%、令和 4（2022)年度 89.29%で 10.80％増と、いずれ 

も堅調に推移している。 

 

【資料１】 私立大学 地域別動向（令和 4(2022)年度 私立大学・短期大学等入学志願 

      動向） 

【資料２】 私立大学 主な学部別の志願者・入学者動向（令和 4(2022)年度 私立大学・ 

短期大学等入学志願動向） 

 

 

（３） グローバルビジネス学科の趣旨目的、教育内容、定員設定等 

 

このたび設置するグローバルビジネス学科は、「社会の国際化に対応し、経営学に関する 

学識とともに、国際的な視野、実践的な知識、能力を有する世界を舞台に活躍するグロー 

バルビシネス人材を養成すること」を教育目標に、「共通基礎科目」区分のもとに「教養科 

目」「外国語科目」「保健体育科目」「キャリア・ガイダンス科目」、「専門教育科目」区分の 

もとに「専門科目」「実践演習科目」「プロジェクトゼミ」「卒業研究」、「専門科目」、「専門 

科目」区分は、さらに「学部共通科目」「ビジネス基礎科目」「ビジネス情報科目」「国際ビ 

ジネス科目」「ビジネススキル科目」に区分される教育課程を、入学定員 80名で展開する。 

入学定員設定にあたっては、近畿圏主要私立大学の同系統学部学科の入学定員、志願者 

数、志願倍率の分析を行ったところ、平均入学定員 410人（最高 893人、最低 135人）、平 

均志願倍率約 6.65倍であったが、後述の高校生へのアンケート調査結果、また、教育研究 

の質の維持を念頭に、適正規模少数に絞り込み設定した。 

 

 本学科の設置は、系列の教育施設、大和大学において、学園創設来実践してきた国際理 

解教育の延長線上に位置する取り組みであり、これまで政治経済学部経済経営学科で展開 

してきた学びの専門性を深め、真のグローバル人材の養成を目指そうとするものである。 

本学科が養成する「社会の国際化に対応し、経営学に関する学識とともに、国際的な視 

野、実践的な知識、能力を有する世界を舞台に活躍するグローバルビシネス人材」は、世 

界的規模の課題に直面しているわが国が、今まさに必要としている人材であり、本学科の 

設置は、社会の要請といえる。 
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また、学生納付金の設定にあたって、安定的な志願者、入学者の確保、また、適切な教 

育研究環境を構築するため、関西の同系統・隣接学部学科を有する主要私立大学 8大学の 

学生納付金を調査したところ、初年度納付金は、（平均額 1,179,000円、最高 1,418,000円、 

最低額 890,000円）、入学金（平均額 224,000円、最高額 260,000円、最低額 200,000円）、 

授業料（平均額 868,000円、最高額 1,101,000円、最低額 640,000円）であった。 

これら調査結果をふまえ、競合他大学との関係、学生確保の観点、また、政治経済学部 

の他学科の金額、財政的な健全性維持の観点から適切な金額設定を検討し、グローバルビ 

ジネス学科の学生納付金を以下の通りに設定した。 

 

＜初年度納付金＞   合計 1,170,000円 （入学金 200,000円、授業料 970,000円） 

＜２年次以降＞    合計 1,170,000円 （授業料 1,170,000円） 

 

【資料３】 令和 4(2022)年度 近畿圏私立大学 グローバルビジネス学科同系統・隣接分 

野学部学科 入学定員・入試結果一覧 

【資料４】 近畿圏主要私立大学 グローバルビジネス学科同系統・隣接系統学部学科 納 

付金一覧 

 

 

（４） 学生確保の見通し 

 

   〇 学生確保の見通しの調査結果 

 

この度のグローバルビジネス学科の設置にあたり、第三者機関に依頼実施し、現高等学 

校２年生を対象とする本学科への受験、入学意欲に関するアンケート調査を実施し、以下 

の結果を得た。 

 

     ＜グローバルビジネス学科についての高校生を対象としたアンケート調査＞   

 

実施概要 

 

調査目的 

令和 6（2024）年 4 月新設予定の大和大学「グローバルビジネス学科

（仮称）」（入学定員 80 名を予定）の学生確保の見通しを測定するた

めに高校生を対象としたアンケート調査を実施した。 

調査時期 令和 5（2023）年 1 月～令和 5（2023）年 3 月 

調査対象者 令和 6（2024）年度に大学進学時期を迎える者 

調査内容 
選択肢式の 7 問 

■ 回答者の基本情報 
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■ 回答者の希望進路 

■ 大和大学「グローバルビジネス学科（仮称）」への興味、受験・入

学意向等 

調査方法 

高校側の希望に基づき、紙方式・WEB 方式のいずれかでアンケート調

査を実施。高校生アンケート用紙（必要部数）を送付。各校の教職員

から調査対象者にアンケート用紙を配布のうえ、ホームルームで配付

回収対応。 

WEB 方式の場合、担当教員にアクセス用 QR コードを送付。生徒のタブ

レット端末に送信、回答送信対応。 

実施人数 4,796 件 

 

以上の通り、高校生アンケート調査は、本学が学生確保の基盤とする近畿地方を中心と 

した高校に依頼を行い、47校（大阪府 29校、兵庫県 8校、京都府 4校、滋賀県 1校、奈良 

県 4校、和歌山県 1校）より実施協力をいただき、これら 47校に在籍する高校 2年生（ 

（令和 6（2024）年 3月卒業予定・令和 6（2024）年度に大学進学時期を迎える者）合計 

4,796人を対象に高校生アンケート調査を行った。アンケート調査においては、本学のグロ 

ーバルビジネス学科の特色・学費・アクセスなどを具体的に示したうえで、受験意欲につ 

いて回答を求めた。 

その結果、457人（回答者全体の 9.5%）がグローバルビジネス学科を「受験したい」と 

回答し、また、受験意欲を示した 457人に対し合格した場合の入学意欲について回答を求 

めたところ、167人が「合格した場合、入学したい」、285人が「合格した場合、併願先の 

結果によっては入学したい」と回答した。「入学したい」と回答した高校生 167 人のみで、 

グローバルビジネス学科が予定する入学定員 80名を上回っており、さらに「併願大学の結 

果によっては入学したい」と回答した 285人を加えると、グローバルビジネス学科への入 

学を具体的に検討している者は計 452人（入学定員 80名の 5.65倍）となり、入学定員を 

上回る十分な学生確保の見通しが得られた。 

 

【資料５】 大和大学「グローバルビジネス学科（仮称）」設置に係る学生確保の見通し調 

査報告書 

 

 

〇 新設学部等の分野の動向 

 

前述の通り、「私立大学 主な学部別の志願者・入学者動向」をみると、グローバルビジ 

ネス学科が属する「社会科学系統」の入学定員充足率は、令和 3（2021)年度 101.56%、令 

和 4（2022)年度 102.73%で 1.17%増、「経営学部」の入学定員充足率は、令和 3（2021)年度 

103.28%、令和 4（2022)年度 104.78%で 1.50％増、同系統の学部名「国際経営学部」の入学 

定員充足率は、令和 3（2021)年度 78.49%、令和 4（2022)年度 89.29%で 10.80％増と、いず 
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れも堅調に推移している。 

また、この度設置するグローバルビジネス学科の志望動向の分析にあたり、本学の立地 

位置、通学圏、また、本学科志望者が検討すると考えられる経営学、国際分野関連の学部 

学科、既設学部学科の実績から想定される受験者層を念頭に選定した「令和 4(2022)年度  

近畿圏私立大学 グローバルビジネス学科 同系統・隣接分野学 部学科 入学定員・入試結 

果一覧」をみると、同系統・隣接分野学部を有する 8 大学の志願倍率は、最高 13.41 倍、 

最低 2.94 倍、平均 6.65 倍で、いずれの大学も概ね入学定員を充足している状況にあり、 

この度設置するグローバルビジネス学科の入学定員が 80 名と小規模であることを鑑みる 

と、十分、定員充足できるものと考える。 

  

 

【資料２】 私立大学 主な学部別の志願者・入学者動向（令和 4(2022)年度 私立大学・ 

短期大学等入学志願動向） 

【資料３】 令和 4(2022)年度 近畿圏私立大学 グローバルビジネス学科同系統・隣接分 

野学部学科 入学定員・入試結果一覧 

 

 

〇 中長期的な 18歳人口の全国的、地域的動向等 

  

18歳人口減少については、平成 30年 2月開催の中央教育審議会大学分科会将来構想部 

会（第 13回）の「大学進学者数等の将来推計について」において、2033年には、2017年 

時点の約 120万人が約 101万人に、2040年には約 88万人に減少することが予想される旨、 

提起されたが、近年の大幅な出生数減少傾向により、さらに減少速度が早まるものと考え 

られる。 

 この厳しい状況下、本学の学生募集主軸都道府県である滋賀県、京都府、大阪府、兵庫 

県の状況について、まず、人口増減率をみると、平成 22(2010)年度から令和 2(2020)年度 

の 10年間の人口増減率が全国平均 98.51%のところ、対象都道府県平均は 98.87%、また、 

近年の平成 27(2015)年度から令和 2(2020)年度の 5年間の人口増減率をみると、全国平均 

99.25％のところ、対象都道府県は 99.39％と、いずれも全国平均に比べ高い数値を示して 

いる。 

また、令和 2(2020)年度の都道府県別・年齢階層別人口の直近統計データをみると、対象 

都道府県の人口総数は 18,210千人と、全国総人口 125,502千人の 14.50%を占めており、 

若年年齢階層の人口比率をみると、15～19 歳の年齢階層では、全国平均 4.45％に対して、 

対象都道府県平均が 4.67％、10～14歳の年齢階層では、全国平均 4.27％に対して対象都 

道府県平均が 4.40％、5～9歳の年齢階層では、全国平均 4.01％に対して対象都道府県が 

4.11％、0～4歳の年齢階層では、全国平均 3.50%に対して対象都道府県が 3.57%と、いずれ 

も高い数値を示している。 

 また、平成 22(2010)年度と令和 2(2020)年度の都道府県別・出生数対比データをみると、 

全国平均増減率 44.22%に対して、対象都道府県が 46.0％と高い数値を示しており、全国的 
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な傾向同様、対象都道府県においても 18歳人口減少の傾向は続くものの、本学の学生募集 

対象主要都道府県エリアは、比較的緩やかな傾向にあるといえる。 

 

【資料６】 大学進学者数等の将来推計について 

【資料７】 都道府県別・人口増減率データ 

【資料８】 令和 2(2020)年度 都道府県別・階層別人口データ 

【資料９】 都道府県別・出生数対比データ 

 

 

〇 競合校の状況 

 

本学の立地位置、通学圏、また、本学科志望者が検討すると考えられる経営学、国際分 

野関連の学部学科、既設学部学科の実績から想定される受験者層を念頭に選定した対象大 

学学部学科の入試結果をまとめた「令和 4(2022)年度 近畿圏私立大学 グローバルビジネ 

ス学科 同系統・隣接分野学 部学科 入学定員・入試結果一覧」をみると、同系統・隣接分 

野学部を有する 8 大学の志願倍率は、最高 13.41 倍、最低 2.94 倍、平均 6.65 倍で、い 

ずれの大学も概ね入学定員を充足している状況にあり、この度設置するグローバルビジネ 

ス学科の入学定員が 80 名と小規模であることを鑑みると、十分、定員充足できるものと 

考える。 

 

【資料２】 私立大学 主な学部別の志願者・入学者動向（令和 4(2022)年度 私立大学・ 

短期大学等入学志願動向） 

 

 

〇 既設学部等の学生確保の状況 

 

直近５年間の本学の入試結果推移データをみると、教育学部教育学科の志願倍率は、実  

志願者数において、平成 30(2018)年度が 9.59 倍、令和元(2019)年度が 16.11 倍、令和 2  

(2020)年度が 14.92 倍、令和 3(2021)年度が 13.49 倍、令和 4(2022)年度が 16.62 倍と 

堅調 に推移しており、入学定員充足率も、平成 30(2018)年度、1.04、令和元(2019)年度、 

1.17、 令和 2(2020)年度、1.15、令和 3(2021)年度、1.01、令和 4(2022)年度、1.15 と定 

員充足を続けている。  

また、保健医療学部看護学科の志願倍率は、実志願者数において、平成 30(2018)年度が  

15.45 倍、令和元(2019)年度が 16.56 倍、令和 2(2020)年度が 18.17 倍、令和 3(2021)年 

度が 14.08 倍、令和 4(2022)年度が 20.28 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、 

平成 30(2018)年度、1.08、令和元(2019)年度、1.13、令和 2(2020)年度、1.20、令和 3(2021) 

年度、1.05、令和 4(2022)年度、1.10 と定員充足を続けている。  

また、保健医療学部総合リハビリテーション学科の志願倍率は、実志願者数において、  

平成 30(2018)年度が 6.29 倍、令和元(2019)年度が 5.58 倍、令和 2(2020)年度が 7.25 倍、  
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令和 3(2021)年度が 5.40 倍、令和 4(2022)年度が 7.94 倍と堅調に推移しており、入学定 

員充足率も、平成 30(2018)年度、1.04、令和元(2019)年度、1.12、令和 2(2020)年度、1.15、  

令和 3(2021)年度、1.05、令和 4(2022)年度、1.01 と定員充足を続けている。  

また、政治経済学部政治・政策学科の志願倍率は、実志願者数において、平成 30(2018)  

年度が 6.45 倍、令和元(2019)年度が 9.45 倍、令和 2(2020)年度が 8.85 倍、令和 3(2021)  

年度が 6.85 倍、令和 4(2022)年度が 13.52 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、  

平成 30(2018)年度、0.95、令和元(2019)年度、1.15、令和 2(2020)年度、1.07、令和 3(2021)  

年度、1.15、令和 4(2022)年度、1.02 と定員充足を続けている。  

また、政治経済学部経済経営学科の志願倍率は、実志願者数において、平成 30(2018)年  

度が 8.58 倍、令和元(2019)年度が 12.00 倍、令和 2(2020)年度が 12.15 倍、令和 3(2021) 

年度が 9.77 倍、令和 4(2022)年度が 12.67 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、 

平成 30(2018)年度、1.21、令和元(2019)年度、1.16、令和 2(2020)年度、1.10、令和 3(2021)  

年度、1.07、令和 4(2022)年度、1.05 と定員充足を続けている。  

また、令和 2(2020)年度開設の理工学部理工学科の志願倍率は、実志願者数において、 

令和 2(2020)年度が 10.31 倍、令和 3(2021)年度が 7.62 倍、令和 4(2022)年度が 11.43  

倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 2(2020)年度、1.13、令和 3(2021)年度、 

1.01、 令和 4(2022)年度、1.10 と定員充足を続けている。  

また、令和 3(2021)年度開設の社会学部社会学科の志願倍率は、実志願者数において、

令和 3(2021)年度が 12.65 倍、令和 4(2022)年度が 12.58 倍と堅調に推移しており、入学

定員充足率も、令和 3(2021)年度、1.08、令和 4(2022)年度、1.17 と定員充足を続けてお

り、 この度、設置するグローバルビジネス学科の定員規模が入学定員 80 名と小規模であ

ることも鑑みると、十分、定員充足できるものと考える。 

 

【資料１０】 大和大学 入試結果推移データ 

 

 

〇 その他、申請者において検討・分析した事項 

 

また、直近５年間の本学のオープンキャンパス・資料請求者数推移データをみてみると、 

大学全体のオープンキャンパス参加者数は、平成 30(2018)年度 2,810 人、令和元(2019)年 

度 3,844 人、令和 2 (2020)年度は統計なし、令和 3(2021)年度 4,779 人、令和 4(2022)年 

度 5,501 人、資料請求者数は、平成 30(2018)年度 68,522 人、令和元(2019)年度 69,577 人、 

令和 2 (2020)年度 69,553 人、令和 3(2021)年度 63,567 人、令和 4(2022)年度 76,585 人 

と、コロナ禍２年目の令和 3 (2021)年度に資料請求者数が急減したものの、翌年盛り返し、 

堅調に推移している。 

 また、うち政治経済学部の人数は、オープンキャンパス参加者数が、平成 30(2018)年度 

402 人、令和元(2019)年度 453 人、令和 2 (2020)年度は統計なし、令和 3(2021)年度 470 

人、令和 4(2022)年度 745 人、資料請求者数は、平成 30(2018)年度 3,786 人、令和元(2019) 

年度 3,985 人、令和 2 (2020)年度 4,996 人、令和 3(2021)年度 8,769 人、令和 4(2022)年 
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度 13,525 人と、堅調に推移している。 

 

 

【資料１１】 大和大学 オープンキャンパス・資料請求者数推移データ 

 

 

（５） 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

 

学生確保に向け、以下のホームページ、案内資料、各種広報媒体、オープンキャンパス、 

説明会等の広報展開を図る。 

 

〇 ホームページ展開 

 

本学ホームページに、グローバルビジネス学科新設に関するインフォメーションを掲載 

するとともに、特設ページを開設し、学部新設についての情報提供を行う。 

 

〇 大学案内展開 

 

本学大学案内（100,000部）に、グローバルビジネス学科新設に関する情報を掲載し、高 

校、塾予備校訪問、オープンキャンパス、各種説明会等で広く配布する。 

 

〇 専用リーフレット展開 

 

前述の大学案内に加え、特に、新たに学科を新設するグローバルビジネス学科の教育内 

容、特色等を掲載したリーフレットを作成する（80,000部）。 

本リーフレットは、高校、塾予備校への配置、資料請求者への発送物、オープンキャン 

パス、各種説明会、ダイレクトメール等の広報展開において活用する。 

 

〇 入試ガイド展開 

 

グローバルビジネス学科新設に関する入試概要を記載したガイドを作成し（80,000部）、 

前述の大学案内、リーフレットと同様に広く配布する。 

 

〇 各種広報媒体展開 

 

大学全体の広報として、主に以下の媒体による告知広報を展開する。 

 

・進学情報業者による進学情報誌、進学情報サイト 

・ＪＲ西日本、阪急電鉄、近鉄日本鉄道、阪神電鉄、京阪電鉄、南海電鉄、大阪メトロな 
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ど関西圏内の主要交通機関のメディア 

・グーグル、ヤフー、ユーチューブ、ＳＮＳ（ツイッター、インスタグラムなど）のＷｅ 

ｂ広告 

・新聞（全国紙、地方紙） 

・ダイレクトメール、各種メディアによる告知広報 

 

〇 オープンキャンパス 

 

年間 6回程度のオープンキャンパスを開催し（6月、7月、8月、9月、11月予定）、グ 

ローバルビジネス学科新設に関する説明を行うとともに、希望者には入試、奨学金、入学後 

の学び、就職指導、下宿などの各種個別相談を実施する。また、在学生とのふれ合いを通じ 

て入学後のキャンパスライフをイメージできるよう、在学生とのフリートークコーナーや、 

キャンパスツアーの取り組みを展開する。 

 

〇 キャンパス見学会 

 

オープンキャンパスと並行して年間を通じてキャンパス見学会を開催する。 

 

〇 教員対象説明会 

 

本学会場、及び、神戸、姫路、京都、彦根、奈良、和歌山の各会場において、高等学校、

及び塾予備校教員を対象とする説明会を開催する（例年は本学会場のみの実施で参加者 100

名程度だが、実施会場増を計画している）。 

 

〇 高等学校・塾予備校等での説明会 

 

高等学校、塾予備校に依頼し、本学の各学部学科分野を志望している受験生対象に進学 

説明会を開催する。 

 

〇 系列高等学校での説明会 

 

同法人系列校の西大和学園高等学校において生徒対象説明会を開催する。 

 

〇 高等学校、塾予備校等への訪問アプローチ 

 

大阪都心から約 10分と、本学の立地はアクセス利便性が高く、通学可能な大阪府、兵庫

県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県の近畿 2府 4県の重点校（高等学校 500校、塾予備

校約 3,500校）を年間を通じて定期的に訪問し、各学部の学びに関する告知、広報展開を図

る。 
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また、近畿圏外の高等学校 700校、塾予備校 800校にも同様のアプローチを展開する。 

 

 

２ 人材需要の動向等社会の要請 

 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 

このたび設置するグローバルビジネス学科では、「社会の国際化に対応し、経営学に関す 

る学識とともに、国際的な視野、実践的な知識、能力を有する世界を舞台に活躍するグロ 

ーバルビシネス人材を養成する」を教育研究上の目的とする。 

 

 

（２） 上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な 

根拠 

 

新たに開設するグローバルビジネス学科が養成する人材需要の見通しについて、第三者 

機関に企業対象アンケート調査を依頼実施し、以下の回答を得た。 

 

 

 

＜グローバルビジネス学科についての人材需要アンケート調査＞ 

 

実施概要 

 

調査目的 

令和 6（2024）年 4 月新設予定の大和大学「グローバルビジネス学科（仮

称）」（入学定員 80 名予定）の人材需要の見通しについて、採用が見込

まれる企業等を対象とするアンケート調査を実施した。 

調査時期 令和 5（2023）年 2 月 

調査対象 ■ 大和大学政治経済学部卒業生の採用実績先（196 カ所） 

調査内容 

■ 全 7 問・主に選択肢式（一部記述） 

■ 大和大学政治経済学部「グローバルビジネス学科（仮称）」が養成す

る人材の社会的ニーズ、採用意向 

有効回答件数 86 カ所（回収率 8.5%） 

 

以上の通り、人材需要アンケート調査はグローバルビジネス学科の養成人材（卒業生） 

需要が見込まれる政治経済学部卒業生の採用実績先企業等にアンケート調査を依頼し、86 

カ所から回答を得た。 

回答企業等を種類別でみると、回答数が多い順に「製造業」21カ所（全体の 24.4%）、卸 
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売業・小売業 19カ所（全体の 22.1％）、本社、主たる事業所の所在地別でみると、回答数 

が多い順に「東京都」32カ所（同 37.2%）、「大阪府」23カ所（同 26.7％）、従業員数規模 

でみると、回答数が多い順に「300～499人」23カ所（同 26.7％）、「1,000～2,999人」22 

カ所（同 25.6％）で、東京都、大阪府を拠点とする幅広い業種、さまざまな規模の企業等 

86カ所から回答を得た。 

これら回答を得た企業等について、グローバルビジネス学科の社会的ニーズ、採用意向 

の回答結果をみると、まず、社会的ニーズについては、回答数が多い順に「ニーズは極め 

て高い」20カ所（同 23.3％）、「ニーズはある程度高い」58カ所（同 67.4％）と合計する 

と約 9割を超える企業等から社会的ニーズが高いという回答結果を得た。 

 また、採用意向については、「採用したい」という回答が 48カ所（55.8％）、採用可能人 

数は、予定する入学定員 80名を上回る 112名の回答結果を得た。 

    上記の通り、本調査（回収率 8.5％）のみの結果においても採用可能人数が入学定員を上 

回っており、また、前述の「学則変更の趣旨を記載した書類」の必要性に記載した社会的 

背景、社会が求める人材をふまえると、グローバルビジネス学科が養成する人材の社会的 

需要は高いものと考える。 

 また、政治経済学部の卒業生進路実績データをみてみると、令和 2(2020)年 3月卒業の 

第１期生が、卒業生 110人に対して、就職者数 108人(98.2%)、進学者数 1人(0.9%)、令和 

3(2021)年 3月卒業の第 2期生が、卒業生 117人に対して、就職者数 114人(97.4%)、進学 

者数 3人(2.6%)、令和 4(2022)年 3月卒業の第 3期生が、卒業生 128人に対して、就職者 

数 125人(97.7%)、進学者数 3人(2.3%)と高い就職率を継続しており、これまで政治経済学 

部において展開してきたキャリア指導、ノウハウを新たに設置するグローバルビジネス学 

科に導入、展開することによって、前述の社会が求める人材を、十分世に輩出することが 

できるものと考える。 

 

【資料１２】 大和大学「グローバルビジネス学科（仮称）」設置に係る人材需要の見通し 

調査報告書 

   【資料１３】  政治経済学部 卒業生進路実績データ 
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1 （書類等の題名）

2 （出典）

近畿圏８大学のホームページの公開データより

3 （引用範囲）

4 （その他の説明）

学部名・学科名・入学定員・入学者数・定員充足率・志願者・志願者倍率・

受験者・合格者

【資料３】　令和4(2022)年度　近畿圏私立大学　グローバルビジネス学科

同系統・隣接分野学部学科　入学定員・入試結果一覧

国際系統、経営・商学系統の学部学科について一覧表作成
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1 （書類等の題名）

2 （出典）

近畿圏８大学のホームページの公開データより

3 （引用範囲）

4 （その他の説明）

【資料４】　近畿圏私立大学　グローバルビジネス学科　同系統・隣接分野学

部学科　納付金一覧

学部名・学科名・対象入学生・納付金（入学金・授業料・教育充実費・施設充

実費等・実習費）

学部名・学科名・対象入学生・納付金（１年次・２年次以降別、入学金・授業

料・教育充実費・施設充実費等・実習費・計）の各項目で一覧表作成
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1 （書類等の題名）

2 （出典）

文部科学省ホームページより

3 （引用範囲）

【資料６】　大学進学者数等の将来推計について

文部科学省ホームページ「大学への進学者数の将来推計について」（８ペー

ジ）

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/042/siryo/__icsFil

es/afieldfile/2018/03/08/1401754_03.pdf
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【資料７】　都道府県別・人口増減率データ

平成22年
2010年

平成27年
2015年

令和2年
2020年

増減率
2010～2020

増減率
2015～2020

全国 128,057 127,095 126,146 98.51% 99.25%

北海道 5,506 5,382 5,225 94.89% 97.08%
青森 1,373 1,308 1,238 90.17% 94.65%
岩手 1,330 1,280 1,211 91.02% 94.57%
宮城 2,348 2,334 2,302 98.04% 98.63%
秋田 1,086 1,023 960 88.35% 93.79%
山形 1,169 1,124 1,068 91.36% 95.02%
福島 2,029 1,914 1,833 90.35% 95.78%
茨城 2,970 2,917 2,867 96.53% 98.29%
栃木 2,008 1,974 1,933 96.27% 97.93%
群馬 2,008 1,973 1,939 96.57% 98.28%
埼玉 7,195 7,267 7,345 102.08% 101.07%
千葉 6,216 6,223 6,284 101.10% 100.99%
東京 13,159 13,515 14,048 106.75% 103.94%
神奈川 9,048 9,126 9,237 102.09% 101.22%
新潟 2,374 2,304 2,201 92.72% 95.54%
富山 1,093 1,066 1,035 94.68% 97.07%
石川 1,170 1,154 1,133 96.80% 98.14%
福井 806 787 767 95.14% 97.44%
山梨 863 835 810 93.86% 97.00%
長野 2,152 2,099 2,048 95.17% 97.57%
岐阜 2,081 2,032 1,979 95.09% 97.38%
静岡 3,765 3,700 3,633 96.50% 98.19%
愛知 7,411 7,483 7,542 101.77% 100.79%
三重 1,855 1,816 1,770 95.43% 97.48%
滋賀 1,411 1,413 1,414 100.18% 100.04% 98.87% 99.39%
京都 2,636 2,610 2,578 97.80% 98.78%
大阪 8,865 8,839 8,838 99.69% 99.99%
兵庫 5,588 5,535 5,465 97.80% 98.74%
奈良 1,401 1,364 1,324 94.54% 97.10%
和歌山 1,002 964 923 92.07% 95.70%
鳥取 589 573 553 93.96% 96.58%
島根 717 694 671 93.60% 96.70%
岡山 1,945 1,922 1,888 97.09% 98.25%
広島 2,861 2,844 2,800 97.86% 98.44%
山口 1,451 1,405 1,342 92.49% 95.52%
徳島 785 756 720 91.66% 95.18%
香川 996 976 950 95.41% 97.36%
愛媛 1,431 1,385 1,335 93.28% 96.38%
高知 764 728 692 90.51% 94.99%
福岡 5,072 5,102 5,135 101.25% 100.65%
佐賀 850 833 811 95.46% 97.41%
長崎 1,427 1,377 1,312 91.96% 95.30%
熊本 1,817 1,786 1,738 95.67% 97.33%
大分 1,197 1,166 1,124 93.89% 96.39%
宮崎 1,135 1,104 1,070 94.24% 96.88%
鹿児島 1,706 1,648 1,588 93.10% 96.37%
沖縄 1,393 1,434 1,467 105.35% 102.33%

　（総務省統計局データより作成）

対象都道府県平均
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【資料８】　令和2(2020)年度  都道府県別・年齢階層別人口データ

総数 0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳

全国 125,502 4,389 5,038 5,357 5,580 3.50% 4.01% 4.27% 4.45%

北海道　　　　5,183 156 186 202 218 3.01% 3.59% 3.90% 4.21%

青森県　　　　1,221 36 43 48 52 2.95% 3.52% 3.93% 4.26%

岩手県　　　　1,196 36 44 49 52 3.01% 3.68% 4.10% 4.35%

宮城県　　　　2,290 76 91 97 105 3.32% 3.97% 4.24% 4.59%

秋田県　　　　 945 24 30 35 37 2.54% 3.17% 3.70% 3.92%

山形県　　　　1,055 33 40 44 47 3.13% 3.79% 4.17% 4.45%

福島県　　　　1,812 58 69 75 81 3.20% 3.81% 4.14% 4.47%

茨城県　　　　2,852 93 112 123 131 3.26% 3.93% 4.31% 4.59%

栃木県　　　　1,921 64 76 83 88 3.33% 3.96% 4.32% 4.58%

群馬県　　　　1,927 63 74 84 91 3.27% 3.84% 4.36% 4.72%

埼玉県　　　　7,340 256 293 312 326 3.49% 3.99% 4.25% 4.44%

千葉県　　　　6,275 216 247 264 277 3.44% 3.94% 4.21% 4.41%

東京都　　　　14,010 499 533 520 532 3.56% 3.80% 3.71% 3.80%

神奈川県　　　9,236 321 365 385 404 3.48% 3.95% 4.17% 4.37%

新潟県　　　　2,177 68 83 91 96 3.12% 3.81% 4.18% 4.41%

富山県　　　　1,025 33 38 42 46 3.22% 3.71% 4.10% 4.49%

石川県　　　　1,125 40 46 49 54 3.56% 4.09% 4.36% 4.80%

福井県　　　　 760 27 31 35 36 3.55% 4.08% 4.61% 4.74%

山梨県　　　　 805 27 31 34 39 3.35% 3.85% 4.22% 4.84%

長野県　　　　2,033 68 81 90 94 3.34% 3.98% 4.43% 4.62%

岐阜県　　　　1,961 66 81 90 95 3.37% 4.13% 4.59% 4.84%

静岡県　　　　3,608 121 147 161 164 3.35% 4.07% 4.46% 4.55% 若年人口

愛知県　　　　7,517 292 328 345 352 3.88% 4.36% 4.59% 4.68% 対象都道府県平均

三重県　　　　1,756 60 71 78 82 3.42% 4.04% 4.44% 4.67%

滋賀県　　　　1,411 55 65 69 71 3.90% 4.61% 4.89% 5.03% 3.57% 4.11% 4.40% 4.67%

京都府　　　　2,561 85 98 106 119 3.32% 3.83% 4.14% 4.65%

大阪府　　　　8,806 311 342 365 390 3.53% 3.88% 4.14% 4.43%

兵庫県　　　　5,432 192 223 240 249 3.53% 4.11% 4.42% 4.58%

奈良県　　　　1,315 43 52 57 63 3.27% 3.95% 4.33% 4.79%

和歌山県　　　 914 30 35 38 40 3.28% 3.83% 4.16% 4.38%

鳥取県　　　　 549 20 23 24 25 3.64% 4.19% 4.37% 4.55%

島根県　　　　 665 24 28 29 30 3.61% 4.21% 4.36% 4.51%

岡山県　　　　1,876 69 78 83 88 3.68% 4.16% 4.42% 4.69%

広島県　　　　2,780 102 119 127 128 3.67% 4.28% 4.57% 4.60%

山口県　　　　1,328 43 51 57 58 3.24% 3.84% 4.29% 4.37%

徳島県　　　　 712 22 26 28 30 3.09% 3.65% 3.93% 4.21%

香川県　　　　 942 33 39 41 43 3.50% 4.14% 4.35% 4.56%

愛媛県　　　　1,321 43 52 57 58 3.26% 3.94% 4.31% 4.39%

高知県　　　　 684 21 25 27 29 3.07% 3.65% 3.95% 4.24%

福岡県　　　　5,124 201 227 234 234 3.92% 4.43% 4.57% 4.57%

佐賀県　　　　 806 32 36 40 40 3.97% 4.47% 4.96% 4.96%

長崎県　　　　1,297 47 55 58 59 3.62% 4.24% 4.47% 4.55%

熊本県　　　　1,728 68 78 81 80 3.94% 4.51% 4.69% 4.63%

大分県　　　　1,114 39 46 49 50 3.50% 4.13% 4.40% 4.49%

宮崎県　　　　1,061 40 47 51 48 3.77% 4.43% 4.81% 4.52%

鹿児島県　　　1,576 60 70 74 71 3.81% 4.44% 4.70% 4.51%

沖縄県　　　　1,468 76 83 83 78 5.18% 5.65% 5.65% 5.31%

　（令和2(2020)年度　総務省統計局データより作成）

年齢階層別人口

対象都道府県合計 18,210人　14.50%

年齢階層別人口（千人） 若年人口（総数比率）
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【資料９】　都道府県別・出生数対比データ

令和2(2020)年 平成22(2010)年
増減率

2010～2020

全国 840,835 1,901,440 44.22%

北海道 29,523 89,631 32.94%
青森 6,837 24,031 28.45%
岩手 6,718 22,182 30.29%
宮城 14,480 32,760 44.20%
秋田 4,499 17,499 25.71%
山形 6,217 17,226 36.09%
福島 11,215 31,287 35.85%
茨城 17,389 40,466 42.97%
栃木 11,808 29,673 39.79%
群馬 11,660 29,616 39.37%
埼玉 47,328 96,033 49.28%
千葉 40,168 77,416 51.89%
東京 99,661 186,701 53.38%
神奈川 60,865 118,656 51.30%
新潟 12,981 37,524 34.59%
富山 6,256 17,305 36.15%
石川 7,712 18,817 40.98%
福井 5,313 12,421 42.77%
山梨 5,184 11,872 43.67%
長野 12,864 31,712 40.57%
岐阜 12,092 31,538 38.34%
静岡 22,497 58,276 38.60%
愛知 55,613 111,528 49.86%
三重 11,141 25,862 43.08%
滋賀 10,437 17,629 59.20%
京都 16,440 39,921 41.18%
大阪 61,878 150,653 41.07%
兵庫 36,953 86,839 42.55%
奈良 7,831 17,983 43.55%
和歌山 5,732 16,340 35.08%
鳥取 3,783 8,755 43.21%
島根 4,473 10,939 40.89%
岡山 13,521 30,102 44.92%
広島 19,606 46,843 41.85%
山口 8,203 23,956 34.24%
徳島 4,521 12,020 37.61%
香川 6,179 15,539 39.76%
愛媛 8,102 23,315 34.75%
高知 4,082 11,773 34.67%
福岡 38,966 71,059 54.84%
佐賀 6,004 13,085 45.88%
長崎 9,182 25,639 35.81%
熊本 13,011 25,596 50.83%
大分 7,582 18,336 41.35%
宮崎 7,720 18,123 42.60%
鹿児島 11,638 24,592 47.32%
沖縄 14,943 22,371 66.80%

　　　　　　　　 （総務省統計局データより作成）

対象都道府県平均

46.00%
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（人）

令和元

（2019）年度

令和2（2020）

年度

令和3（2021）

年度

令和4（2022）

年度

令和5（2023）

年度

入学定員 190 190 190 190 190

実志願倍率 16.11 14.92 13.49 16.62 11.15

志願者数
3,061

(508)

2,835

(539)

2,564

(524)

3,158

(466)

2,119

(453)

受験者数
2,999

(494)

2,780

(530)

2,508

(516)

3,091

(344)

2,046

(432)

合格者数
539

(42)

560

(59)

539

(54)

692

(87)

598

(66)

入学者数 223 220 193 220 204

定員充足率 1.17 1.15 1.01 1.15 1.07

入学定員 100 100 100 100 100

実志願倍率 16.56 18.17 14.08 20.28 17.44

志願者数
1,656

（22）

1,817

（38）

1,408

(40)

2,028

(39)

1,744

(52)

受験者数
1,590

(18)

1,771

(38)

1,357

(40)

1,981

(37)

1,721

(47)

合格者数
316

(1)

296

(3)

288

(2)

312

(5)

335

(1)

入学者数 113 120 105 110 126

定員充足率 1.13 1.20 1.05 1.10 1.26

入学定員 120 120 120 120 120

実志願倍率 5.58 7.25 5.40 7.94 7.54

志願者数
670

（528）

870

（791）

649

(549)

953

(772)

905

(881)

受験者数
642

（492）

846

（772）

634

(545)

909

(752)

887

(861)

合格者数
243

（78）

139

（149）

258

(91)

261

(100)

218

(117)

入学者数 135 139 126 122 121

定員充足率 1.12 1.15 1.05 1.01 1.00

※上段は実人数、下段の(  )は併願人数

【資料10】　　大和大学　入試結果推移データ（直近5か年）
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部
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令和元

（2019）年度

令和2（2020）

年度

令和3（2021）

年度

令和4（2022）

年度

令和5（2023）

年度

入学定員 40 40 40 40 60

実志願倍率 9.45 8.85 6.85 13.52 5.90

志願者数
378

（564）

354

（608）

274

(1,414)

541

(1,685)

354

(1,111)

受験者数
376

（551）

344

（586）

271

(1,380)

531

(1,644)

342

(1,090)

合格者数
92

(60)

88

(76)

105

(227)

185

(286)

147

(217)

入学者数 46 43 46 41 64

定員充足率 1.15 1.07 1.15 1.02 1.06

入学定員 80 80 80 80 120

実志願倍率 1.20 12.15 9.77 12.67 9.21

志願者数
960

（204）

972

（196）

782

(1268)

1,014

(1,461)

1,105

(792)

受験者数
943

（204）

942

（188）

761

(1,246)

979

(1,434)

1,086

(777)

合格者数
156

（10）

202

（37）

187

(153)

350

(246)

259

(94)

入学者数 93 88 86 84 140

定員充足率 1.16 1.10 1.07 1.05 1.16

入学定員 ー 230 230 230 230

実志願倍率 ー 10.31 7.62 11.43 7.22

志願者数 ー
2,373

(2,218)

1,754

(1,472)

2,631

(1,565)

1,661

(2,435)

受験者数 ー
2,323

(2,165)

1,670

(1,422)

2,526

(1,516)

1,585

(2,315)

合格者数 ー
687

(586)

906

(569)

1,131

(495)

913

(756)

入学者数 ー 260 234 255 253

定員充足率 ー 1.13 1.01 1.10 1.10

※上段は実人数、下段の(  )は併願人数

経

済

経

営

学

科

政

治

経

済

学

部

政

治

・

政

策

学

科

理

工

学

部

理

工

学

科
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令和元

（2019）年度

令和2（2020）

年度

令和3（2021）

年度

令和4（2022）

年度

令和5（2023）

年度

入学定員 ー ー 200 200 200

実志願倍率 ー ー 12.65 12.58 9.14

志願者数 ー ー
2,531

(482)

2,517

(701)

1,828

(529)

受験者数 ー ー
2,483

(466)

2,468

(678)

1,794

(521)

合格者数 ー ー
561

(60)

484

(129)

463

(92)

入学者数 ー ー 217 234 216

定員充足率 ー ー 1.08 1.17 1.08

入学定員 ー ー ー ー 200

実志願倍率 ー ー ー ー 11.20

志願者数 ー ー ー ー
2,240

(313)

受験者数 ー ー ー ー
2,110

(282)

合格者数 ー ー ー ー
787

(80)

入学者数 ー ー ー ー 256

定員充足率 ー ー ー ー 1.28

※上段は実人数、下段の(  )は併願人数

情

報

学

部

情

報

学

科

社

会

学

部

社

会

学

科
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（人）

平成30

（2018）年度

令和元

（2019）年度

令和2

（2020）年度

令和3

（2021）年度

令和4

（2022）年度

全学 2,810 3,844
コロナWeb

実施統計なし
4,779 5,501

政治経済学部 402 453
コロナWeb

実施統計なし
470 745

全学 68,522 69,577 69,553 63,567 76,585

政治経済学部 3,786 3,985 4,996 8,769 13,525

OPC
参加者数

資料
請求者数

【資料11】　大和大学　オープンキャンパス・資料請求者数推移データ　（直近5か年）
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【資料１3】　政治経済学部　卒業生進路実績データ

第１期生（令和2（2020）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 26 25 96.2% 1 3.8%

女 8 8 100.0% 0 0.0%

合計 34 33 97.1% 1 2.9%

男 54 53 98.1% 0 0.0%

女 22 22 100.0% 0 0.0%

合計 76 75 98.7% 0 0.0%

男 80 78 97.5% 1 1.3%

女 30 30 100.0% 0 0.0%

合計 110 108 98.2% 1 0.9%

第２期生（令和3（2021）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 26 26 100.0% 0 0.0%

女 8 7 87.5% 1 12.5%

合計 34 33 97.1% 1 2.9%

男 63 63 100.0% 0 0.0%

女 20 18 90.0% 2 10.0%

合計 83 81 97.6% 2 2.4%

男 89 89 100.0% 0 0.0%

女 28 25 89.3% 3 10.7%

合計 117 114 97.4% 3 2.6%

第３期生（令和4（2022）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 28 27 96.4% 1 3.6%

女 10 10 100.0% 0 0.0%

合計 38 37 97.4% 1 2.6%

男 65 64 98.5% 1 1.5%

女 25 24 96.0% 1 4.0%

合計 90 88 97.8% 2 2.2%

男 93 91 97.8% 2 2.2%

女 35 34 97.1% 1 2.9%

合計 128 125 97.7% 3 2.3%

卒業生数
就職 進学

卒業生数
就職 進学

進学

政治行政学科

（現政治・政策学科）

学部計

政治行政学科

（現政治・政策学科）

経済経営学科

学部計

政治行政学科

（現政治・政策学科）

経済経営学科

経済経営学科

学部計

卒業生数
就職
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＜就任（予定）年月＞

― 学長
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工学士
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１ 既設の保健医療学部総合リハビリテーション学科において、令和
４年改正後の大学設置基準10条に定める基幹教員数のうち、半数
以上は原則として教授とする規定を満たしていないため、適切に
改めること。

（是正事項） … 1

審査意見への対応を記載した書類（７月）

（目次）　大和大学
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（是正事項） 大和大学 

１．既設の保健医療学部総合リハビリテーション学科において、令和４年改正後の大学設置 

基準 10 条に定める基幹教員数のうち、半数以上は原則として教授とする規定を満たし 

ていないため、適切に改めること。 

 

（対応） 

ご指摘いただきました点について、誤記をいたしており、以下の通り修正します。 

 

（新旧対照表） 基本計画書（２ページ） 

新 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

旧 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

　　　　　　  総合リハビリテーション学科
8

（8） （4）

1 17

（8） （4） （4） （1） （17）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

8

7

（8） （4） （4） （1） （17） (0) (7)

8

17

（0）

01 17

（17）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）

（4） （1）

4 4

（0） （0） （0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

0

（0）

0

計（ａ～ｄ）
8 4 4 1 17

（8） （4） （4） （1） （17）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0

4 4

4 4 1

保健医療学部総合リハビリテーション学科
7

1 17

（7） （3） （6） （1） （17）

7

（7） （3） （6） （1） （17） (0) (7)

（7） （3） （6） （1）

3 6

（0）

01 17

（17）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

7 3 6 1

0

（0） （0） （0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

計（ａ～ｄ）
7 3 6 1 17

（7） （3） （6） （1） （17）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0

（0）

7

17

3 6
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